
平成 30 年 決算審査特別委員会(個別質疑) 

 

1 開 催 期 日  平成 30年 10 月 16 日（火）   午前 10 時 00 分から午後 4時 35 分 

 

2 開 催 場 所    庁舎 5階本会議場 
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         永井委員、山本委員、國枝委員 

 

4 欠 席 委 員  なし 

 

5 委員外議員  なし 

 

6 市側出席者   

 

【総務部】 

総務部長      福 島 政 則  行政管理課長      安 田 寿 文 

税務課長      林   正 明  危機管理課長     荒 川   亨 
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市民課長      志 村   敦  環境課長       阿 部 泰 洋 

災害復興・市民参加課長 伊 達 千 秋  住基・マイナンバー担当主査  大 野 聡 美 

市民生活担当主査  近 藤 将 雄  環境保全担当主査   小 川 大 輔 

衛生・霊園担当主査 土 居 裕 之  廃棄物計画担当主査  米 村   恒 

廃棄物管理担当主査 木  村 洋一郎 

 

【保健福祉部】 

保健福祉部長      中 屋   直  福祉課長        奥 山   衛 

高齢者支援課長   三 上 勤 也  高齢者・障がい者相談担当参事  柄 澤 尚 江 

健康推進課長    尾 崎 英 輝  保険年金課長       渡 辺 広 樹 

福祉庶務担当主査  渡 邉 篤 広  障がい福祉担当主査  新 川 吾 朗 

生活保護担当主査  前 原 雄 大  高齢者福祉担当主査  青 木   潤 

介護認定担当主査  布 施 恵 太  介護給付・保険料担当主査  宮 本 大 介 
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相談支援担当主査  浜  山 かおり  相談支援担当主査   五十嵐 陽 子 

健康推進担当主査  松 原   勉  保健指導担当主査   野 切 径 代 

特定健診・介護予防担当主査 影 久 真 美  国保給付・年金担当主査  三 澤 聖 子 

後期高齢者医療担当主査 三 橋   聡   

 

【子育て支援部】 

子育て支援部長   仲 野 邦 廣  子ども家庭課長    高 橋 陽 子 

こども発達支援センター長 濱 田 真 吾  子育て担当参事    橋 本 なつみ 

すみれ保育園長   塚 崎 智 美  すずらん保育園長   石 間 利 恵 

稲穂保育園長    大 内 文 子  家庭児童担当主査   記 内   崇 

 

【教育部】 

学校教育課長    川 合   一 

  

7 事 務 局    

議会事務局次長   千葉  めぐみ  書記       葛西由美子 

書記        金田    周 

 

8 傍 聴 者  なし 

 

 

議事の経過 

 

 

中川副委員長 

おはようございます。 

ただいまから、本日の会議を開きます。 

本日の日程は、配布済みの「審査方法等協議資料」のとおりであります。 

審査に入る前に質疑の方法について確認いたします。 

質疑は提出いただいた通告に則り行っていただきます。回数は 3 回までとします。質疑の

順番は挙手いただき、委員長が指名した順となります。通告したすべての委員の質疑終了

後に、各委員が 1項目についてのみ質疑を行うことができます。但し回数は 1回とします。 

なお、総括質疑で行う場合には留保する必要がありますので、その旨を宣言されますよ

うお願いいたします。 

また、質疑は簡潔にお願いいたします。 

答弁者におかれましても、簡潔に答弁されますよう、お願いいたします。 



H30.10.16【決算審査】個別質疑 2日目 

3 

 

なお、傍聴の取り扱いについては、申し合わせにより、許可いたします。 

それでは、散会前に引き続き、議案第 18 号 平成 29 年度北広島市各会計歳入歳出決算

認定について、を議題といたします。 

質疑される委員は、決算書のページなど、どの部分の質疑になるかを明確にしてから質

疑をお願いいたします。 

初めに、一般会計の総務費のうち、総務管理費の出張所費、情報化推進費のうち社会保

障・税番号マイナンバー制度システム等導入事業、企画費の企画総務費のうち、住み替え

支援事業、空き家流動化促進事業、子育て世代マイホーム購入サポート事業、ファースト

マイホーム支援事業、コミュニティ施設管理費、生活バス路線確保対策事業及び生活バス

路線利用促進事業を除く交通対策費、市民生活費、エルフィンパーク運営費、広聴費、戸

籍住民基本台帳費の質疑を行います。 

田辺委員。 

 

田辺委員  

おはようございます。それでは、質問させていただきます。 

初めに、決算書 96 ページ、報告書 57 ページにあります、社会保障・税番号制度システ

ム等導入事業について伺います。 

マイナンバーカードについて、昨年の議会の答弁の中では、2017 年 5 月末現在で 7.82 パ

ーセントということでしたが、その後の申請状況、交付率について増加しているのかどう

かお伺いいたします。 

また、11 月から本格運用されたマイナポータルの利用状況についてはどうだったのでし

ょうか、お伺いします。以前のお話では、子育て関連施策のメニューがワンストップサー

ビスで利用できるなど、子育て世代を中心に普及が広がるとの見解でしたが、いかがでし

ょうか。 

例えば、保育園の入所手続きなどに活用されたのかどうか、お伺いいたします。 

続きまして、決算書 108 ページ、報告書 62ページのコミュニティ施設整備事業について

ですが、市内のコミュニティ施設の調理室の利用についてお伺いしたいと思います。食育

推進計画の中の基本目標の一つにも、調理技術の継承があります。日本型食生活や生活習

慣予防、男性の調理教室などの場として、調理台の揃っている調理室の活用は欠かせない

と考えます。市内のコミュニティ施設の調理室の稼働率はどのようになっているのかお伺

いします。 

次です、決算書 112 ページ、報告書 63 ページの市民参加推進事業についてですが、第 4

期の市民参加推進委員会の任期終了後に、市民参加の評価や次に向けての提案等報告書を

ぜひ出すべきだと予算委員会の時にも提案していましたが、結果はどうであったのかをお

伺いいたします。 

事業評価の調書には、出張所にパブリックコメント閲覧用に市民参加コーナーを 
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設置したとありますが、利用状況、効果などあったのか、お伺いいたします。 

続いて同じく、男女共同参画推進事業について、パネル展や講演会、セミナーなどドメ

スティックバイオレンス、ＤＶ防止の意識啓発事業の実施とありますが、内容はどのよう

なものであったのか、また、デートＤＶの出前講座の開催状況、評価はどのようであった

のかお伺いいたします。 

 

中川副委員長 

はい、志村市民課長。 

 

志村市民課長 

田辺委員の質問にお答え申し上げます。 

まず、社会保障・税番号制度システム等のマイナンバーの部分についてでございます。

個人番号カードの交付実績といたしましては、交付数は 918 枚、累計総交付数は 5,360 枚

となり、29 年度段階では人口比 9.13 パーセントの交付率になっております。 

ちなみに、今年 9 月の状況も申し上げますと、交付数は 372 枚で総交付数は 5,732 枚と

増えており、こちらは人口比 9.76 パーセントの交付率となっております。 

活用については、行政管理課長からお答え申し上げます。 

 

中川副委員長 

安田行政管理課長。  

 

安田行政管理課長 

それでは私から、社会保障・税番号制度による子育て支援による活用について説明いた

します。 

平成 29 年 7 月より、児童手当、保育、ひとり親支援、母子保健の 4事業の子育て関連施

策メニューについては、子育てのぴったりサービスという、マイナポータル上で閲覧検索

できるようにしているところです。 

また、11月 13 日から情報連携が始まっているところです。 

さらに電子申請につきましては、平成 30 年 3 月より妊娠届、6 月より児童手当の現況届

の受付を電子申請でできるようにシステム改修をしたところですが、これまでのところ本

システム活用による電子申請はないところです。 

また、今後の部分につきましては、先ほどいいました保育施設等の利用申し込み、保育

施設の現況届、支給認定申請書についても電子申請で行うかどうか検討しているところで

すが、実際に本市におけるマイナンバーカードの普及状況から、全国的な活用状況も踏ま

えて、今後、検討していきたいと考えております。 

以上であります。 
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中川副委員長 

はい、志村市民課長。 

 

志村市民課長 

続きまして、コミュニティ施設の調理室の稼働率についてお答え申し上げます。 

市民課が所管する地区センター等の調理室につきましては、7施設ございますうち、東記

念館を除く団地住民センター、広葉交流センター、ふれあい学習センター、西の里会館、

大曲会館、農民研修センターの 6施設で調理室を整備しております。 

平成 29 年度の利用状況につきましては、6 施設全施設で 318 件の利用がございまして、

施設平均の稼働率は 16.5 パーセントとなっているところです。 

以上でございます。 

 

中川副委員長 

はい、米川災害復興・市民参加室長。 

 

米川災害復興・市民参加室長 

おはようございます。それではまず、市民参加事業についてお答え申し上げます。 

まず、平成 28 年度、それから 29 年度に開催しました市民参加推進会議におきまして、

これまでに出された意見や市民参加にかかる課題等を委員会の中で整理していただき、推

進会議としての方向性や今後の市民参加のあり方についての報告を今年の 2 月にいただい

ております。 

次に、パブリックコメント専用コーナー9カ所の実績につきましては、集計はとっており

ませんが、パブリックコメント 1件当たり、意見の提出件数は平均 4件となっております。 

このことから、周知としては有効な手段の一つと考えており、今後につきましても、た

だ置いてあるというのではなく、何かしらの上積みといいますか、ＰＲといった策は考え

ていかなければいけないと考えております。 

次に、デートＤＶの出前講座についてですが、本市の人権擁護委員の活動と連携させて

いただいて、平成 29 年度は星槎道都大学、それから北海道歯科技術専門学校、北海道白樺

高等養護学校の３校において実施しております。 

また、緑陽中学校におきましては、宿泊学習での人権擁護教育の中で一コマをいただい

て実施しております。 

今後につきましても、出前講座の依頼がありましたら、団体、年にかかわらず実施して

いくという考えでございます。 

それから次に、ＤＶ防止パネル展の実施についてですが、これは女性に対する暴力をな

くす運動週間ということで、概ね 11 月 10 日から 2 週間ほど設定されておりますが、この

期間に啓発パネル等を芸術文化ホールの図書館で展示をさせていただいております。これ
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も集計はとっておりませんが、結構見ていただいていると考えております。 

以上です。 

 

中川副委員長 

田辺委員。 

 

田辺委員 

それでは初めに、マイナンバーについてですけれども、マイナポータルで保育の施策に

アクセスできるというのは、今までのところ利用がないということでしたけれど、このマ

イナポータルを利用するためには、カードリーダーというのが必要だと伺っていますが、

こちらの普及状態というのは、個人的なお家に付けるものなのでどの程度把握されている

のかわかりませんけれども、問い合わせ等そういう状況があるのかどうかお伺いいたしま

す。 

それから、再発行するときにはお金がかかると伺っていましたけれども、盗難ですとか

無くしてしまったなどの再発行の件数というのは、今現在どのくらいあるのかお答えをお

願いします。 

やはり、当初から不安視されていたように、制度の普及というのはなかなか今のところ

進んでいない、これは他の自治体でも新聞等の報道によりますと、同じような印象を受け

ますが、今後の見通しというか、見解をどのように現在のところ考えていらっしゃるのか

お伺いします。 

それからコミュニティ施設の調理室の件ですけれども、これはどうして今回質問させて

いただいたかといいますと、なかなか備品の整備が整っていなくて、使いたくても使えな

いという場所もあるということだったんです。 

それで、先ほどのお答えでは平均すると 16.5 パーセントというようなお答えでしたけれ

ども、広葉の「いこ～よ」の調理室についてはどのくらいの稼働率があったのかお伺いし

ます。あそこは改修した時に、小学校の調理室だったので調理台も 6 台あって、たくさん

の人が調理実習をできるような環境が整っていると思うんです。場所的にも明るくてステ

ンレスもきれいに揃っていると思うんですけれども、利用がどのくらいなのか。 

ここは、今年から指定管理の施設になりましたけれども、他でも指定管理となった場合

は、この備品の整備というのは市の予算で行われるのか、管理者で用意しなければいけな

いものなのか、その辺もお伺いします。 

次に、市民参加の推進事業についてですけれども、今回報告書を出していただいたとい

うことですけれども、その報告書が今後どのように生かされていくのか、パブリックコメ

ントの件数というのは、どちらかというと少ないままかと思うんですけれども、対策とし

て新しい市民参加の手法、これを私もいろいろ提案してきましたけれども、今後は何か他

のものも取りあげていかなければいけないと思うんですけれども、その辺についてはいか
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がでしょうか、お伺いします。 

次に、男女共同参画事業についてですが、今回のデートＤＶの出前講座については、人

権擁護委員さんがやったのは大学生、高校生ということだったんですけれども、以前から、

やはり将来的にですね、ＤＶの被害者にも加害者にもならないためには、若い世代へのデ

ートＤＶの予防教育というのがとても必要だということをお話ししてきました。 

やはり、今の子どもたちはお付き合いが始まるのは中学校、早い子は小学生、中学生か

らといわれていますので、高校生からではもう遅いということなので、緑陽中学校では宿

泊学習の時に行われたというのはとてもいいことだと思いました。中学校でのデートＤＶ

講座を今後も広めていっていただきたいと思いますけれども、こちらの見通しはどうなの

かお伺いします。 

 

中川副委員長 

はい、志村市民課長。 

 

志村市民課長 

ご質問にお答え申し上げます。 

まず、個人番号カードの再交付についてですが、29 年度は盗難等により、11 件交付させ

ていただいております。 

今後のカードの普及という部分につきましては、私どももいろいろと、例えばつくりや

すいようなカードの申請補助事業という形でやらせていただいておりますほか、土曜、日

曜の交付といった部分も、昨年の 11 月から進めておりまして、まずはこういったところか

ら徐々に普及に努めていきたいと考えております。 

施設の稼働の状況ですが、「いこ～よ」広葉交流センターにつきましては、実態として 42

件の利用があって、稼働日数としては 38 日間、12.3 パーセントとなっております。 

そういった部分では、他の施設の平均よりは下回っている形にはなっております。施設

の状況も、他の施設の状況と違いまして、収容できる大きさの広い立派な施設になってお

りますので、そういった使い方の部分もあるのかなと、いろいろ考えはありますけれども、

先ほどもいわれておりました、備品の整備については、基本的には市民課で対応させてい

ただくこととして進めております。 

以上でございます。 

 

中川副委員長 

安田行政管理課長。 

 

安田行政管理課長 

それでは、私からマイナポータルを使う時に必要なカードリーダーの普及状況について
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ですけど、これについては、どのくらいの人が使っているかというのは把握していないと

ころであります。 

ただ、これまではマイナポータルを使うために、カードを読み取るカードリーダーが必

要でしたが、現在、一部のスマートフォン、5～6 種類くらいあるかと思いますけれども、

そちらでもマイナンバーカードを読み取って利用できるというサービスが始まってきてお

りますので、これまでよりは使いやすくなってくるかと考えております。 

以上であります。 

 

中川副委員長 

米川災害復興・市民参加室長。 

 

米川災害復興・市民参加室長 

それでは私からは、市民参加についてお答え申し上げます。 

まず、報告書の具体的な内容等については、今回いただいた報告書では、市民参加の現

状と課題ということで、これまでの取り組みに対する評価や、将来的に目指す方向性など、

今後の市民参加のさらなる推進に向けた意見等をいただいております。この中で、今後に

つきましては、新しい推進委員の方もいらっしゃいますので、こういったものを共有しな

がら、今後の市民参加への意識高揚につなげていきたいと考えております。 

また、パブリックコメントの新たなＰＲについてですけれども、これについても報告書

の中で、パブリックコメントの意見の提出件数が少ないという状況も踏まえてという項目

があり、こういったことも今後、推進委員会の中でいろいろ協議をさせていただいて、ど

ういった形が時代のニーズに合っているのか、新しい周知というのは先進地ではどういっ

たものがあるのかということも、今後、研究していきたいと考えております。 

それから次に、デートＤＶの若い世代へのＤＶ教育ということですけれども、これにつ

きましては、今後また、男女共同参画推進委員会において、中学生を対象とした授業を取

り組むような提案をいただいた場合には、実施していく考えではございます。 

またそのほかに、先ほども申し上げましたが、本市の人権擁護委員の活動と連携してい

るということもありますので、人権擁護委員の方々ともいろいろ協議をしながら、どうい

ったことで進めていけるのかということも、今後、検討していきたいと考えております。 

以上です。 

 

中川副委員長 

はい、田辺委員。 

 

田辺委員 

それでは初めに、マイナンバーカードについてですけれども、先日新聞報道にもありま
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したけれども、マイナンバーカードを活用することで被災者情報の把握とか、支援金の支

給などが効率的に行われるというようなお話があったかと思うんですけれども、新聞報道

では、今回はなかなか利用されていなかったということですけれども、当市においては、

今後、災害時の支援にカードを利用するというようなことを、実際に今回も含めて準備さ

れていたのか、今後もうそういうことを考えていかなければいけないというふうに考えて

いるのかお伺いします。 

なかなか膨大な費用をかけた割には、あまり今のところ活用は進んでいないなら、費用

対効果はどうなのかなという印象もあるんですけれども、その辺について災害時の活用と

いうことについてお伺いします。 

それから、コミュニティ施設についてですけれども、「いこ～よ」の調理室ですけれども、

市民の方から、なかなか備品が揃っていなくてやりたくてもできないんだよねという声を

聞きましたので、そういう市民の声をくみ取って、せっかくきれいに整備された調理室な

ので、利用が進むようなそういう施策を進めていただきたいと思います。 

次に、市民参加の推進事業ですけれども、パブコメを含めて、市民参加の手法、また新

しい手法をいろいろと、ほかの自治体でもあると思いますので、ぜひ新しいことにトライ

していただきたいと思います。 

それから、出張所等にある市民参加コーナーについてですけれども、こちらもせっかく

できたところで、私も全部各施設のことはわからないですけれども、どのくらいのスペー

スがあるのかということもわからないで申し上げて恐縮ですけれども、パブコメだけでは

なくて、市民活動の情報発信ができるとか、掲示板に貼ることができるとか、チラシを置

くとか、何かそういう場としても活用できたらいいのではないかと思いますが、こちらに

ついてはいかがでしょうか。 

最後に、男女共同参画のデートＤＶについてですけれども、中学校での必要性というの

は、今はだんだんと認識されていることだと思うんですけれども、自治体によっては、中

学生向けのリーフレットとかを作って配布しているところもあると聞いています。 

また、人権擁護委員さんだけではなくて、ＮＰＯですとか、市民の子供向けのそういう

講座をやっているグループも北広だけではなく、石狩管内、札幌市の中にもいくつかある

と思います。予算が確かにかかることだと思いますので、中学生の今の授業のカリキュラ

ムとかいろいろ厳しい時間の中だとは思うんですけれども、そういうこともぜひ検討して

いっていただきたいと思うんですけれども、なかなか中学生に進まないそういう要因とい

うのがどういうことがあるのか、リーフレットの配布と合わせてお伺いします。 

 

中川副委員長 

荒川危機管理課長。 
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荒川危機管理課長 

田辺委員のご質問にお答え申し上げます。 

まず、マイナンバーにつきまして、この度の災害での活用についてでございますが、現

在、市では被災者台帳の作成作業を進めているところでございます。 

ただ、マイナンバーの普及率が現在 1 割程度であることと、また、復旧復興に向けた諸

手続きの一部がすでに始まっていることなどから、この度の胆振東部地震に係る被災者台

帳へのマイナンバーの記載は考えていないところであります。 

以上です。 

 

中川副委員長 

志村市民課長。 

 

志村市民課長 

委員の質問にお答え申し上げます。 

広葉交流センターの備品等のみならず、ほかの施設につきましても、私どももいろいろ

と耳を傾けて、備品といってもいろいろ大きなものから小さなものまでありますけれども、

なるべくご期待に添えるように努めていきたいと思います。よろしくお願いします。 

 

中川副委員長 

米川災害復興・市民参加室長。 

 

米川災害復興・市民参加室長 

それでは、市民参加コーナーの活用についてお答え申し上げます。 

現在、出張所を中心に市内 9 か所に置いておりますけれども、非常にスペースが狭く、

現在のところパブリックコメントのファイルを置くのが精一杯となっております。 

ですから、市民の皆さんの活動情報発信コーナーですとか、そういった機能というのは、

その場においては、なかなか難しい状況ではございます。 

ただ、何らかの機会で施設の状況も見ながら、できるところから少しずつ市民の皆さん

の活動などの情報は発信していくというふうに考えていきたいと思います。 

以上です。 

 

中川副委員長 

河合学校教育課長。 

 

河合学校教育課長 

お答え申し上げます。 
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中学校におきまして、デートＤＶ講座があまり進まないことについての要因ですけれど

も、やはり中学校ということもございますので、男女交際に憧れですとか、関心を抱き始

める時期にあたりますので、なかなかそういったところが進まないのかなというように思

っております。 

中学校におけますデートＤＶ講座につきましては、カリキュラム等の関係がありますこ

とから、開催については中学校の判断になると考えております。 

なお、北広島市教育委員会からは、北海道教育委員会、道が作成をいたしました、デー

トＤＶ予防教育の先生向けの手引きを作成しております。この手引きの中で、先ほどお話

が出ておりました、人権擁護委員の活用ですとか、被害者支援の経験を有する民間シェル

ターを活用しました出前講座の情報も掲載しておりますので、引き続き中学校にこういっ

た情報を提供していきたいと考えております。 

以上であります。 

 

中川副委員長 

鈴木委員。 

 

鈴木委員 

それでは、確認の意味も含めまして、決算書 113 ページ、報告書 63ページの地域まちづ

くり推進事業についてお伺いいたします。 

この事業は確か、上野市長誕生時に市長の肝いりでの事業と認識しており、市内５地区

において緊急性への対応を含め、毎年自主的に運用できる内容となっていると思います。  

そこで、7項目についてお伺いいたします。 

一つ目です。毎年度、各地区に割り当てられている金額について。 

次、団地地区 4件の事業の詳細について。 

次、西部地区 4件の事業の詳細について。 

次に、事業費 114 万 9,000 円の内訳について。 

次、東部・大曲・西の里については、0件となっております。これは申請件数が 0件なの

か、または内容的に採択されなかったのかについてお伺いいたします。 

次に、地域まちづくり推進事業案内郵送料についてお伺いいたします。 

そして最後、今年度の利用状況についてお伺いいたします。以上です。 

 

中川副委員長 

志村市民課長。 

 

志村市民課長 

鈴木委員のご質問にお答え申し上げます。 
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まず、毎年度、地域に割り当てられております金額につきましては、原則一地域 70万円、

平成 22 年度から上限として、割り当てさせていただいております。ある地域で予算が余る

ことが明らかになった場合は、その予算を別の地域の団体が利用することが可能という運

用にしております。 

また、団地地区 4 件の事業につきましては、まず、町内案内板の改修、また、里見町自

治会結成 40周年事業、あと緑陽町内の空間に桜を植樹し、緑と桜あふれたまちづくり事業、

そして、乗って支えるバスキャンペーンの 4 事業でございまして、総事業費については、

77 万 9,080 円、うち補助対象経費は 60万 2,065 円で、当市からの助成額としましては、40

万 1,200 円となっております。西部地区の 4件につきましては、西部中学校開校 70周年記

念空撮事業、また、夏休みの花火大会、西部歴史探訪という歴史を探訪する事業ですけれ

ども、そのほか、2018 スノーカーニバルｉｎ西部という四つの地域コミュニティの事業で

ございまして、総事業費は 111 万 5,000 円、うち補助対象経費は 109 万 5,000 円、事業助

成額につきましては、73万円を出しております。 

続きまして、事業費 114 万 9,000 円の内訳についてですが、事業案内文書の郵送料の役

務費として 17,858 円、そのほかは事業助成の金額としまして、交付金として 113 万 1,200

円になっております。 

続きまして、東部・大曲・西の里地区が 0 件という部分につきましては、この 3 地区に

つきましては、29年度は申請自体が 0件という状況でございました。 

続きまして、事業の郵送料についてということで、具体的に申し上げますと、この事業

案内は、町内会、自治会での班回覧として周知させていただいておりまして、その案内文

書を町内会、自治会宛に郵送させていただくため、17,858 円を使わせていただいておりま

す。 

最後にご質問のありました今年度につきましては、すでに 12 事業出ておりまして、西の

里で 1 件、大曲でも 1 件、西部につきましては現段階で 3 件、東部も 1 件、団地につきま

しては 6 件出ておりまして、助成金額の合計としましては、222 万 3,400 円で予算の 64 パ

ーセント、去年は 34 パーセントでしたが、今の段階で 64 パーセントまでご活用いただい

ているところでございます。 

以上でございます。 

 

中川副委員長 

鈴木委員。 

 

鈴木委員 

それでは、せっかくの機会ですのでこの事業の案内、先ほど課長がおっしゃった形の中

で、例えば予算が余れば他の地区にもというようなこともございました。そういうことで、

この事業の運用の仕方について、もうちょっとわかりやすく説明していただければありが
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たいんですけれど。 

それと、昨年、今やっている執行率 34パーセントでございますけれども、近年の傾向と

して、いわゆるこの予算内で地域のまちづくりは、その行政として円滑に行われていると

理解されているかどうかをまずお伺いしたい。これが 2点目です。 

そしてあと 3 点目ですが、この助成を受けている団体、例えば生涯学習振興会とか福祉

団体等でございますけれども、この制度を利用していないのかを伺いたいと思います。 

 

中川副委員長 

志村市民課長。 

 

志村市民課長 

それでは、委員の質問にお答え申し上げます。 

まず、運用についてという部分でございますが、先ほども委員からもお話がありました

ように、地域の皆さんが自主的に、地域の特性を活かしたまちづくりをしていくという部

分での支援という形で、具体的にいえば、地域の特色を活かしたその魅力を高める事業で

すとか、コミュニティの活性化を図る、課題の解決も図るといった部分が大きな柱となっ

ております。運用についてということでいきますと、もちろん予算とか助成金額につきま

しては、交付対象経費の 2/3 をお支払いするということで、対象外の経費を除いて精査さ

せていただいております。 

先ほども申し上げましたように、だいたい地区 70万円を割り振りさせていただいており

まして、今年でありますと、去年もそうですが 5月 1日から 31日までの間に、まずは当初

募集という形で募集を受け付けさせていただきまして、その期間でまず審査した結果で割

り当てさせていただいて、残り余った場合は、そのあと随時の受付で対応させていただい

ているという流れで進めております。 

うまくいっているかどうかという部分につきましては、ここ近年ですけども平成 29年度

につきましては、西部地区と団地地区、28年度も同じような西部と団地、その 27 年以前は

西の里ですとか各地区でもご活用がありましたが、近年につきましては 4割以下の運用で、

たまたま今年は 6 割を超えた形になっておりますので、うまくいっているかというと数字

的な部分では私どもも少し反省せざるを得ないと思っております。 

また、今後の活用につきましては、いろいろと過去の議会でもご質問ありましたとおり

でございますので、今、見直しを進めていきたいと準備しているところでございます。 

助成団体の状況ですが、今は去年の資料を持ってきましたけれども、去年につきまして

は、中学校の同窓会ですとか、地区の青少年健全育成連絡協議会、また、お父さん方の集

団、町内会、連絡協議会とかそういった形になっておりまして、生涯学習振興会ですとか

福祉団体というのは去年は活用にはなってない状況でございます。 
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中川副委員長 

鈴木委員。 

 

鈴木委員 

今の課長からのご答弁の中で、最後の部分でありますが、いわゆる助成を受けている団

体は、この部分については該当していないという理解でよろしいかどうか、それと執行率

というか利用率、その部分については、必ずしも使い切らなければいけないということで

はないことですから、それはそれでいいとは思うんですが、しかしながら利用状況を考え

る時に、俗にいう帯に短し襷に長しで、とにかくこの予算が地域の考えているところと合

わないのかなというところもちょっと考えられるので、そこら辺は行政としての見直し等

は今後考えていないのかをお伺いいたします。 

それと、地域の横断的利用、例えば地域というのは必ずそれぞれくっついているわけで

すから、そうした時に例えば何々町内会と何々町内会は、本来は別で活動されているけれ

ども、こういうものに関しては例えば一緒にやりたいというような利用の考え方があった

場合、このような部分については不可なのかどうなのかということを、まずお伺いしたい

と思います。 

あと、一番最初とも同じですが、地域のいわゆるインフラ整備についても、全て行政が

そこらあたりを必ず予算をもってやらなければいけないということではなく、この辺の事

業費を使いながら、インフラ整備を例えばやってはいかがかなと。 

例えば、同僚議員であります川崎議員のいる輪厚地区なども、駐輪場を整備するなどと

いうことも行っているようでありますので、そういうのを積極的に促していく必要もある

のではないかというふうに考えます。 

以上でありますが、お答えをお願いしたいと思います。 

 

中川副委員長 

志村市民課長。 

 

志村市民課長 

お答え申し上げます。 

まず、ほかの助成事業を使っている部分につきましては、一応重複申請の禁止という形

で助成の対象とは今のところなっていない状態であります。予算に合わないという部分に

つきましては、今後もその辺は過去の状況も含めながら、かといってまた、均衡というの

も大事なことだと思いますし、どこかに過度に行くということもいろいろなご意見もある

やに聞いておりますので、その辺もバランスを見ながらもう少し研鑽させていただきたい

と思っております。 

あと、横断的という部分で例えば、Ａ町内会Ｂ町内会という形で、合同でということは、



H30.10.16【決算審査】個別質疑 2日目 

15 

 

当然想定されてうる部分でございますので、助成の対象者の条件ということでは、団体の

構成員が 5 人以上ですとかそういったことが当然クリアされればですね、大いに活用され

てしかるべきかと思いますし、去年のバスの関係のキャンペーンにつきましては、北広島

団地の連合体のところで申請していただいた経緯もございますので、そういった活用も可

能と考えております。 

あと、インフラ整備等の補助の使い方という部分につきましては、現段階ではそういっ

た部分は対象にはなっていない状態ではございますけれども、この数年まちづくり事業に

つきましては、いろいろと見直しをというお話も承っておりますので、どういうところも

可能かどうかとか、補助の在り方も元々はソフト的な部分での課題解決というのを地域に

かいしていこうということでスタートしているものですから、ほかの事業の部分の助成等

も含めて、こちらもう少し検討していきたいと思っております。直ちにという部分では難

しいかもしれませんけれども、今また進めさせていただきたいと思っているところでござ

います。宜しくお願いいたします。 

 

中川副委員長 

山本委員。 

 

山本委員 

それでは私からは、社会保障・税番号マイナンバー制度システム等導入事業、決算書 97

ページ、主要施策の報告書については 57 ページについて質問したいと思います。 

先ほどの田辺委員からも同様の質問がありましたので、重複部分は割愛させていただき

たいと思います。先ほどの田辺委員の質問の中で、通知カードですとか個人番号カードの

発行状況は説明されたわけですけれども、9パーセント台ということで非常に少ない状況で

すけれども、逆にいいますと、通知カードで住所が不明とか、交付されないそういうカー

ドの状況はどうなっているのかお伺いしたいと思います。 

また、先ほども費用対効果がどうなのかということですけれども、マイナンバー制度の

システムを運用するにあたっての、カードの発行にかかる費用、それからシステムを運用

する、システムを導入されているわけですけれども、そこの運用に係る費用及びシステム

がこれまでマイナンバー制度によってさまざまなシステムを導入したんですけれども、導

入したシステムの総額はいくらになっているのかお伺いしたいと思います。 

 

中川副委員長 

志村市民課長。 

 

志村市民課長 

山本委員のご質問にお答え申し上げます。 
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まず、通知カードの関係でございますが、当初作って返送されて今、不交付になってい

るのは 183 枚となっております。この不交付率につきましては、個人番号が付番されまし

た平成 27 年の 10 月の人口 59,367 人に対しまして、当市は 0.31 パーセントとなっており

ます。 

続きまして、カードの交付等々の年間かかる経費というのをご説明申し上げます。 

まず、社会保障・税番号制度システム等導入事業費でございますが、453 万 5,000 円、こ

のほかに市民課所管の個人番号管理経費といたしまして、29 年度ベースでは 237 万 4,000

円がかかっております。 

さらに、行政管理課所管としまして、中間サーバープラットホームＡＳＰサービス負担

金というものがありまして、こちらは 192 万 6,000 円。 

まず、ここまでが年間経費として 29 年度ベースでいきますと、合計 883 万 5,000 円にな

っております。 

しかしながら、カードの交付数によりまして、いわゆる地方公共団体情報システム機構

への交付金支出という部分は、毎年金額が変わりますので、一定額としての年間経費はお

示しは難しいものですが、あくまでも 29 年度ベースでご説明申し上げました。 

さらに、このほかに発生があれば制度改定などに伴いまして、システム改修等の経費が

掛かります。 

ちなみに、平成29年度につきましては、改修経費等で先ほどの800万のほかに981万9,000

円発生しております。それと、平成 26年度からこの事業が整備されてきましたが、こちら

の 4 年間、平成 26 年から 29 年度までの 4 年間の支出総額につきましては、概数でござい

ますけれども、1億 4,032 万 8,000 円となっております。 

以上でございます。 

 

中川副委員長 

山本委員。 

 

山本委員 

非常に膨大なお金が使われている割には、9パーセント台しか発行されていないというよ

うな状況です。一つ聞きたいのは、この 183 枚不交付されているこのカードについては、

どうされるおつもりなのかというのが 1点です。 

それから、このカードの発行状況についてはわかりましたけれども、先ほどの子育て支

援についての活用状況というのは、先ほど田辺委員から質問されましたけれども、これ以

外の電子申請とかの活用状況は具体的にはどんなふうになっているのでしょうか。 

 

中川副委員長 

はい。 
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志村市民課長。 

 

志村市民課長 

まず、私からは、不交付の処遇についてでございます。 

ちなみに不交付 183 枚につきましては、現在も保管しておりまして、数回にわたり受領

していただけますようご案内はさせていただいているところであります。 

また、住民票の異動や証明発行でいらっしゃった時には、この不交付の状態というのを

手前どもでもわかるようにしておりまして、来庁された際に案内できるような手立てをと

って、不交付な状態を減らしていこうという形で努めているところでございます。現在も

保管はしておりますけれども、一応、平成 31年 3月までの段階で、廃棄する予定というこ

とにはなっておりますが、それまでに何とか減らせるように今後とも努めていきたいと考

えています。 

以上でございます。 

 

中川副委員長 

安田行政管理課長。 

 

安田行政管理課長 

私からは電子申請の部分ですが、本市におきまして、先ほどもいいましたとおり、妊娠

届と現状届のみということで、以前には住民票とか電子申請の受付をしておりましたが、

平成 27 年をもって、過去の実績等から考えて申請がないということで中止をしたという経

緯があります。 

以上であります。 

 

中川副委員長 

山本委員。 

 

山本委員 

こういう運用状況であれば、このマイナンバーシステムを活用するというのは非常に難

しいというふうに考えているんですけれども、一つは今、さまざまな市役所の紙媒体で普

通申請するときに、マイナンバーカードの番号を記入させるということがあるんですけれ

ども、これについては総務省も税についても共有しないという形で見解が出されています

けれども、そういう意味では市役所のさまざまな申請についても、このナンバーの記載の

強要をしないというか、しなくてもいいということを市民にきちんと周知するべきだと考

えますけれども、そこのところをどう考えるか、お知らせ願いたいと思います。 
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中川副委員長 

安田行政管理課長。 

 

安田行政管理課長 

マイナンバーカードの普及とマイナンバーの活用とは少し違いまして、カードがなくて

も番号で情報連携をしているということになります。 

そのことから、現在、子育てのほうでは住民票ですとか所得証明、課税証明とかの添付

を省略しているという部分では、マイナンバーの番号で省略を図っているということです。 

カードの普及とは少し活用が違うというふうになっております。 

以上であります。 

 

中川副委員長 

はい、ほかにございませんか。 

永井委員。 

 

永井委員 

私の方から、空き家関係について伺います。 

一つ目が空き家流動化促進事業で、決算書 101 ページの報告書 59 ページです。2017 年度

は前年度より金額的にも件数的にも変わったんですけれども、上限 50万から金額を減らし

て 30万円にして、その分件数を増やしましたということだったと思うんですが、その結果

の効果について伺います。 

二つ目が同じく空き家関連で、対策事業について伺います。決算書 115 ページの報告書

51 ページですが、事務事業評価のほうでは、緊急的な対応で一棟は対応しましたと、全部

で 315 件緊急的な対応が必要というものがありまして、そのうちの一棟は対応したと。そ

れ以外の 314 件に対する対応はどのようであったのか伺います。 

また、対象件数の最終的な対応判断はどのように行うのか、また、その判断はどこが行

うのか、市なのか委員会なのか伺います。 

 

中川副委員長 

米川災害復興・市民参加室長。 

 

米川災害復興・市民参加室長 

永井委員のご質問にお答え申し上げます。 

まずは、空き家流動化促進事業の効果についてでありますが、事業の目的であります空

き家の解体を補助し、土地の流動化を図ることにおいて、申込件数が予定数に達したこと

をはじめ、解体後の土地に新たに住宅が建設されるなど、土地の流動化促進による定住効
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果が得られており、十分に成果は上がっていると考えております。具体的な数としまして

は、申込件数 30 件いただいており、そのうち 25 件については住宅建築がすでに終了して

おります。 

次に、空き家対策事業についてでありますが、この空き家というのは個人の財産である

ことから、所有者が適切に管理すべきものとなっております。空き家の中でも、屋根です

とか外壁の損壊、それから庭木の繁茂など、適正に管理されていない管理不全な物件につ

きましては、所有者や相続人に連絡をして、適正な維持管理をお願いしております。 

また、連絡を差し上げても一向に管理されない、いわゆる放置空き家につきましては、

地域住民の方の生命ですとか、身体、財産に危害が及ぶなど、生活環境に深刻な影響があ

る場合には、緊急安全措置として、市で所有者に代わって危険を回避するための必要最低

限の措置を講じております。 

以上です。 

 

中川副委員長 

永井委員。 

 

永井委員 

空き家流動化促進事業ですが、30 件の申請がありましたということで、今後の上限額の

拡大や件数の拡大の検討はどのようにお考えなのかお聞きします。 

また、こちらの流動化促進事業では所得に関係なくどなたでも使えるということを伺っ

ておりますけれども、例えば低所得の方とか生活保護を受けている方で、持ち家を譲り受

けたり、そのような場合でも対象になるのかどうか、また、そのような低所得の方とか生

活保護を受けている方がそのような場合になった時の、いうなれば低所得の方たちへの拡

大なども今後考えているのか伺います。 

もう一つ、空き家対策ですが、こちらは相談件数を先ほど聞くのを忘れましたので、2017

年度どれくらいの相談件数があったのか伺います。 

 

中川副委員長 

 はい。 

米川災害復興・市民参加室長。 

 

米川災害復興・市民参加室長 

それではご質問にお答え申し上げます。 

まず、今後の考え方についてでありますけれども、28 年度からこの制度が始まりまして、

29 年度に補助金の額を下げて募集の件数を拡大し、より多くの市民の方にご利用いただく、

使っていただくという制度の目的から、今後につきましてもこの制度を継続して、金額や
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募集件数は、現状維持のままでもう少し推移を見守っていきたいと考えております。 

それから低所得者の方についての制度の見直しですが、財産としてお持ちになると考え

た時に、この制度というのは流通の促進というのが目的となりますので、そうなりますと

低所得者の方とはいえ最終的には収入になるかと考えています。そう考えた時に、所得で

金額を上限するといいますか、金額を設定するということは、今のところ考えてはおりま

せん。 

次に、空き家対策事業の相談件数でございますが、2017 年度は 25 件となっております。 

以上です。 

 

中川副委員長 

永井委員。 

 

永井委員 

流動化促進事業に関しましては、今後もしばらくは現状維持ということですけれども、

予算的なことになりますが、今後、拡大なども踏まえて検討していっていただきたいと要

望いたします。 

あと、空き家対策事業でも、景観だとかちょっと危険性があるものなどに対しては、早

急的に市などで対応していただきたいと思いますので、こちらも要望としてお願いいたし

ます。 

 

中川副委員長 

はい、ほかにございませんか。 

島崎委員。 

 

島崎委員 

それでは私から、今、永井委員から空き家流動化促進事業ということがありましたけれ

ども、少し聞き漏らしているというか、なかった部分についてだけお聞きしたいと思いま

す。 

それからもう一つは、エルフィンパーク活用事業についてお伺いしたいと思います。 

まず、空き家流動化促進事業に関してですけども、先ほど米川室長から内容を概ね聞き

ましたので、先般お話を聞いている部分と重複しますのでその部分については割愛したい

と思います。 

ただ、30 件の申し込みの締め切りが、どのくらいの時期にあったのかということを 1 点

お聞きしたいということと、それから、子育て世代のマイホーム購入事業も併せて活用さ

れているご家庭があるのではないかと思うんですけれども、その辺の、重複して活用され

ているお宅の件数も併せてわかれば教えていただきたいということ。担当が違うので、も
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しわからなければ後日でも構いません。 

それから、もう一つのほうのエルフィンパーク活用事業でありますけども、こちらにつ

ては、事業としての趣旨の適否についてお伺いしたいと思います。証明書交付の内訳、収

入等はいかほどなのかということ。あと利用団体 124 団体ということでありましたけれど

も、その内容、利用料等についてもお伺いしたいと思います。 

まずは 1回目両方それで終わります。 

 

中川副委員長 

はい。 

米川災害復興・市民参加室長。 

 

米川災害復興・市民参加室長 

それでは、島崎委員のご質問にお答え申し上げます。 

まずは、申し込み時期でありますが、この制度は 28 年 6月から開始しております。28年

度におきましては、50 万円の 10 件ということで予算計上しておりますが、最終的に平成

28 年 6 月 20 日付けの受付で 10 件に達しております。29 年度につきましては、募集件数 30

件に対しまして、30 件に達したのが 29年 11 月 10 日受付で予定件数に達しております。 

それから、マイホームサポート事業等との重複件数ですけれども、この件数については、

今は資料がございませんので、後ほど資料は用意させていただきたいと思いますが、簡単

に少し申し上げますと、空き家対策というのが大きく分けますと空き家の発生抑制と空き

家の利活用という二つになるかと思います。 

空き家の抑制については、居住者の方への支援ということで、住宅リフォーム支援事業

を設定しておりますが、これに関しては平成 29年度で 145 件の申し込みをいただいており

ます。 

それからあと、高齢等によりまして自宅の維持管理等が困難になった方に関しては、住

み替え支援事業を行い、平成 29 年度にはセミナー相談会を 7回ほど開催し、セミナーには

75 名、それから相談会には 17名の参加をいただいております。 

次に、空き家の利活用についてでありますが、今の空き家解体補助のほかに、定住人口

の増ということで、ファーストマイホーム支援事業、それから子育て世代マイホーム購入

サポート事業これらを行っており、平成 29 年度には 172 件、627 名の申し込みをいただい

ております。 

定住人口も含めて空き家対策に関しては、非常に市民の皆さんの関心もいただいている

事業の一つでありますので、今後とも継続はしていきますが、各制度いろいろお使いいた

だいて、その中でも重複できるというのはいくつかあります。そこについてはまた、先ほ

ども申し上げましたが、資料を後ほど用意させていただきます。 

以上です。 
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中川副委員長 

志村市民課長。 

 

志村市民課長 

それでは私から、エルフィンパークの実態についてご説明させていただきます。 

まずは、収支のうちの収入の部分でございますが、エルフィンパーク市民サービスコー

ナーにおきまして、合計 324 万 3,850 円でございます。 

まず、戸籍証明等で 1,537 件 73 万 2,000 円、住民票で 4,795 件 117 万 5,050 円、印鑑証

明で 3,614 件、手数料は 125 万 1,650 円、そのほか身分証明などのその他証明が 305 件ご

利用がありまして、85,150 円となっております。 

あと、広場利用団体ということで、延べ団体数は 124 になっておりますが、この内容と

しましては、各種のサークル、また市民団体の皆さん方の展示の発表の場というのが主だ

ったものでございまして、もちろん市の関連もありますし、最近ではフリーマーケット等

でもご活用されております。 

以上でございます。 

 

中川副委員長 

島崎委員。 

 

島崎委員 

はい、あの空き家流動化促進事業につきましてはですね、概ね理解をしました。 

ただ、最近は解体の費用が 1 件当たり 180 万円くらいかかっているという話を建設会社

からも聞いておりますし、団地に多いような防寒住宅ですね、ブロックが混ざっているよ

うなものというのは、かなり仕分けが大変だということで、そういう住宅についてはさら

に費用が出る場合もあるというようなことも聞いておりますので、これからの定住人口促

進に向けて、補助の仕方、それからＰＲの仕方についても、今後、子育て世代マイホーム

購入サポート事業と合わせてですね、広く周知をしていただく方法を考えていただきたい

ということで、それについてはお話をして終わりたいと思います。 

それからもう一つの、エルフィンパーク活用事業についてですけども、内容としまして

は、私もだいたい想定のとおりですけれども、戸籍・住民票・印鑑証明・身分証明等とい

うことで、個人情報にかかわる部分ということもありますので、それなりの知識がある方、

経験がある方ということで、再任用の方も含めて、配置をされているかなというふうに思

いますけども、この事業費に対する報酬の割合がちょっと高いのかなという感じをしてお

ります。全体事業費の中では、84.7 パーセントくらいが報酬となるのではないかと思うん

ですよね。 
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これは、パートさんの部分じゃないかと思います。プラス再任用の方お二人ということ

じゃないかと思います。合計 4 名の方で 2 名体制を作られていると承知しておりますけれ

ども、そこが間違いがないのかということをご確認させていただきたいと思います。2回目

を終わります。 

 

中川副委員長 

志村市民課長。 

 

志村市民課長 

申し上げます。 

まず、市民サービスコーナーの体制ですが、再任用職員が 2 名、あと非常勤職員が 5 名

配属にはなっており、常時 2 名から 3 名を配置と、交代交代でお仕事していただいている

という形でございます。平日 7 時半から 19 時 30 分まで、土曜・日曜・祝日につきまして

は、9 時から 17 時までという形でオープンさせていただきまして、先ほど委員からもお話

がありました、戸籍等の各種証明のほか、広場の利用申請、掲示板の関係の使用許可、そ

のほかに、各種検診の受診申請書の交付と受付・預かり、また、市内の施設行事の案内、

最近ではマンホールカードの配布等々も、サービスの中の一環としてエルフィンでやらせ

ていただいております。 

事業費につきましては、非常勤報酬として839万 5,564円、社会保険料として122万 8,500

円、そのほか消耗品、役務費等々となっておりまして、確かに人件費的な比率は大きいも

のではございますが、まず、配置の人員としましては 2 名 3 名の体制という中でやってお

りまして、証明交付だけではないという部分につきましても、一応ご理解いただければと

思っております。 

以上でございます。 

 

中川副委員長 

島崎委員。 

 

島崎委員 

元々が市民サービスということで始まっているというふうには認識しておりますので、

駅の使い勝手ということで、利用者に使い勝手のよい形ということですので、必ずしも、

手数料収入と見合うという部分というのは難しいのかなというふうに思うんですが、そこ

でですけれども、エルフィンパークというのは道路であるという認識しているんですけど、

当然規制もいろいろございますよね。 

ただ、駅の正面であるということ、それから、まちの顔と考えた時に、今後さらに活用

方法がないのかなというふうに思っております。交付のいろいろ証明ですね、お仕事とい
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うのは、ある程度言葉は適切じゃないかもしれませんけども、ある程度決まったお仕事を

するということはないかなと思うので、そこにですね今後、駅の顔づくりとして観光の部

分を配置する、そして、お仕事も一部そういった方たちにも担っていただくというような

方向ですよね。 

今あの、ふゅーるというお店がありますので、例えば試案ですけれども、右側のスペー

スが空いておりますので、そちら側に増築をするような形ができるのかどうか、そして今

ある場所にそういった観光事業も含めて、窓口、顔づくりができるのかどうなのかという

ことを含めて、今後、観光振興としての駅の顔ということも考えた時に、エルフィンパー

クとして、事業としての将来性についてお伺いしたいなというふうに、活用も含めて将来

展望をお伺いして終わりたいと思います。 

 

中川副委員長 

高橋市民環境部長。 

 

高橋市民環境部長 

それでは、私からお答え申し上げます。 

エルフィンパークにつきましては、平成 12 年度から主にＪＲ北広島駅を利用されている

市民の皆様に、行政サービスの拡大を目的といたしまして、市役所が開庁していない土日

などを含めまして夜間の時間、住民票などを取得できる行政サービスの向上に大きく寄与

しているものと考えてございます。 

また、交流広場につきましては、憩いや集いの場を提供することで、地域振興や市民活

動を推進してきたものと考えてございます。 

今、議員からご提案がございましたとおり、開設から期間も経過しておりますし、また、

開設した際の先ほどいいましたけれども、目的以外にもいろいろな部分でさまざまな機能

が現在求められてきているのかなと思ってございます。 

それから、ボールパークの関係であるとか、立地適正化計画などの影響もあると思いま

すので、今後につきましては、今、私どもといたしましては、市民サービスコーナーを所

管する部署でございますので、観光の部門であるとか、さまざまな部署と今後の求められ

る機能について検討というか協議を行っていきたいと考えてございます。 

以上でございます。 

 

中川副委員長 

藤田委員。 

 

藤田委員 

それでは何点か質問させていただきますが、予定していた地域まちづくり推進事業は先
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ほど鈴木委員から詳しく質問もありましたので、これはカットし、4点お聞きしたいと思い

ます。 

最初に総務費コミュニティ施設管理費、決算書 108 ページ、29 年度までの市民課所管の

施設で、特に絞ってお聞きしたいのは、指定管理者等々が仕事をしている事務室のエアコ

ンの設置状況はどうなっているのかを、まずご説明願いたいと思います。 

2 点目、平和推進事業 111 ページ、29 年度の事業の参加者数、それから効果はどのよう

に捉えているのかお聞きします。 

それから、市民法律相談事業 111 ページ、29 年度の法律相談の実績、それから毎回広報

誌に掲載しておりますけども、広報誌掲載後どれくらいで予約がいっぱいになっているの

か、また、予約が埋まらない時もあったのかどうかも含めてご説明を願います。 

それから４点目、街路灯整備支援事業 113 ページ、29 年度までの LED 街路灯の普及率、

それから 29 年度における市と町内会・自治会の電気代の節減効果はどのように分析してい

るのかお聞きいたします。 

 

中川副委員長 

志村市民課長。 

 

志村市民課長 

藤田委員のご質問にお答え申し上げます。 

まず、市民課所管の地区センター等の事務室へのエアコンの設置状況につきましては、7

施設あるうち、ふれあい学習センターのみが設置となっておりまして、他はエアコン等は

今のところ設置していない状況となっております。 

続いて、平和推進事業の関係でございますが、こちらも例年実施しておりますが、市民

団体とも連携して各種の事業を実施させていただいております。 

一つ目に新庁舎移転に伴う平和の灯の火種の移設をまず昨年させていただきまして、そ

のほか平和パネル等の学校への貸し出し、昨年度は緑ヶ丘小学校、大曲小学校、北広島高

校の三校に貸し出しをさせていただいております。 

また、7月には被爆者体験講話ということで、北広島市にゆかりのある方で被ばくをされ

た方に来ていただきまして、講話をしていただきました。東部小学校で 176 名、西部中学

校で 200 名の方が講話を聞いていただく機会をもっていただきました。また８月８日から

15 日につきましては、エルフィンパークの市民の広場で、平和パネル展を実施しておりま

す。 

また、平和記念事業と称しましてアニメ映画の上映、この世界の片隅にということの映

画の上映のほか、昨年は北広島エアリードットさんによるリコーダーの演奏もしていただ

きまして、410 名の方がこちらは参加いただいております。 

これらの取り組みを行いまして、次世代を担う若い世代をはじめ、多くの市民の皆様に
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対して平和の大切さ、戦争の悲惨さ、そして命の尊さを考えていただく機会になったもの

と考えております。 

続きまして、市民法律相談事業でございます。こちらは、29年度は月２回、年間 24 回開

催しておりまして、１回の開催につきましては 6名を上限としておりますが、29 年度は 24

回開催、126 名の方が相談を受けられました。そのうち 6 名の定員の予約があった回数は

16 回となっておりまして、この 16 回のうち 6 名の定員に達するまでの期間は最短で１日、

最長で８日間となっており、平均的には３日間程度で定員に達するものとなっております。 

続きまして、街路灯の関係でございます。29 年度までのＬＥＤの街路灯の普及率につき

ましては、6,107 灯があるうち、4,881 灯 79.9 パーセントとなっております。節減の効果

という部分については、平成 28 年度の市と団体の負担額を 29 年度との差額を出したとこ

ろ、電気料金総額では 168 万 127 円が 29 年度下がったという形で、市は 91 万 7,700 円、

団体は 76万 2,427 円となっておりまして、前年度より下がった状態でございますので、そ

ういった部分での節減効果はあったものと思います。 

あと、今までの説明でもあったと思いまですが、ＬＥＤの料金につきましては、過去か

ら平成 26年度消費税増税等々でもありましたけれども、金額は徐々に下がってはきていま

すが、基本的にはワット数の契約という形で、元々水銀灯では例えば 60ワットとかそうい

う形で契約していたものが、ＬＥＤになるとワット数が少し少なくなって 20 ワットですむ

だとか、そういったことを考えますと、1 灯 20 ワットで契約した場合は 2,700 円、100 ワ

ット契約ですと 5,500 円程度の節減効果があるといわれております。 

以上でございます。 

 

中川副委員長 

藤田委員。 

 

藤田委員 

それでは二回目お聞きします。 

まずは、コミュニティ施設の市民課所管の施設七つのうち、エアコンついている事務所

は 1 カ所だけということでね、最近の新聞報道でもご存知かと思いますが、政府としては

小中学校にエアコンを入れるというような動きも今出ておって、今回の臨時国会でもそれ

が一つ出てくるのかなと思うのですが、そういった意味ではですね、一日中いるような執

務室、事務室というのは北海道とはいえども、エアコンは標準装備であろうと思いますが、

今後あと六つの施設がないということで、今後整備の考え方はどのように考えているのか

お聞きしたいと思います。 

それから、平和推進事業で平和の火種の移設ですけれども、これに関して新庁舎になっ

て、２階の入ってきて一番目立つところに設置していますけど、移設後の反応だとか、あ

そこに移した効果どんなふうに認識しているのかどうか、そこをちょっとお聞きしたいと
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思います。 

 

中川副委員長 

志村市民課長。 

 

志村市民課長 

お答え申し上げます。 

エアコンの施設の導入につきまして、整備の考え方というのは正直、現段階では、申し

訳ないですが何もない状態です。 

ただ、そういった指定管理の皆様にもいろいろと負担をかけていることは重々わかって

おりますので、その辺の実態も含めて考える機会をもっていきたいと思っております。 

あと、平和の灯の移設後の関係という部分では、特に市民からの反応とかはいただいて

はいないところでございます。 

ただ、ほかの中山久蔵さんなどのほかの造作物もありまして、一つのまとまったところ

で見やすいなというのは、私個人的な考えですけども、いいものだなと思っております。 

また、ちょっとそういった声もありましたら、参考にさせていただきたいと思っており

ます。 

以上でございます。 

 

中川副委員長 

以上で、通告による質疑を終わります。 

ほかに、質疑はございませんか。よろしいですか。 

以上で、総務費のうち、総務管理費の出張所費、情報化推進費のうち社会保障・税番号

マイナンバー制度システム等導入事業、企画費の企画総務費のうち、住み替え支援事業、

空き家流動化促進事業、子育て世代マイホーム購入サポート事業、ファーストマイホーム

支援事業、コミュニティ施設管理費、生活バス路線確保対策事業及び生活バス路線利用促

進事業を除く交通対策費、市民生活費、エルフィンパーク運営費、広聴費、戸籍住民基本

台帳費の質疑を終了いたします。 

暫時休憩いたします。 

 

(休  憩) 

 

中川副委員長 

休憩を解き再開いたします。 

次に、一般会計の衛生費のうち、保健衛生費の、環境衛生費、火葬場管理費及び公害対

策費、清掃費、霊園事業特別会計の質疑を行います。 
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はい、大迫委員。  

 

大迫委員 

決算書 157 ページ、動物衛生等管理事業ですけれども、狂犬病予防注射をする際に、動

物病院に行って注射をする際はいいんですけども、動物病院に来られない方に対して出張

で先生が予防注射をしに行くということが年にありますけれども、その際に先生に支払わ

れる日当というのはいくらなのか。 

また、他市ではいくらなのか当市との比較を教えてください。 

それと後、決算書 161 ページ、ごみ減量化・資源化対策事業ですけども、ごみステーシ

ョン、地域のごみステーションから回収する資源ごみの量、それと、集団資源回収での回

収量というのは増えているのか、何トン回収していて団体への回収金額というのはいくら

なのか、交付というのか支払っている金額というのはいくらなのか教えてください。 

 

中川副委員長 

阿部環境課長 

 

阿部環境課長 

それでは、大迫委員のご質問にお答えいたします。 

最初に、動物衛生等管理事業の動物病院医師の日当についてでございますが、狂犬病予

防注射の集合注射につきましては、当市におきましては６日間実施しておりますが、北海

道獣医師会石狩支部北広島班との合同事業として実施しておりますことから、特に日当の

支出はしておりません。 

また、他市との比較についてですが、石狩管内の江別市、千歳、恵庭、石狩市におきま

しても、当市同様に日当の支出はないとのことであります。 

続きまして、資源ごみ、それから集団資源回収の回収量についてでありますが、平成 28

年度と比較しますと、資源ごみ回収量につきましては、家庭系資源ごみの平成 28 年度が約

1,973 トン、それから平成 29 年度は約 1,926 トン、それから集団資源回収量につきまして

は、平成 28 年度が約 2,671 トン、それから 29 年度は約 2,575 トンとともにわずかに減少

傾向となっております。 

それと、集団資源回収奨励金の金額でございますが、合計で 1,029 万 8,130 円となって

おります。回収量としましては、わずかに減少傾向ということで、同じような傾向となっ

ております。 

それから、ごみステーションから資源ごみを持ち去りしている状況についてでございま

すけれども、29 年度における持ち去りにつきましては、破砕しないごみを物色していると

ころを発見して、口頭注意したものが一件あったところでございます。 

以上でございます。 
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中川副委員長 

大迫委員。 

 

大迫委員 

集団資源回収も多少減少しているということですけれども、なぜ減少しているのかとい

うのが分析できているのでしょうか。わかれば教えていただきたいと思います。 

それと後、ステーションから市が回収をしてリサイクル業者へ売り払った金額というの

は、集団資源回収の金額だと思っていたんですけども、市が回収をして業者に売り払った

金額というのはいくらなのか教えてください。 

あと、動物衛生法で予防注射ですけど、医師が日当を受け取る、タダではたぶんやって

ないはずなので、受け取るためにはどのようなシステムでドクターが日当をもらっている

のかわかりますか、教えてください。ごめんなさい、日当はないっていっていましたね。

道の獣医師会には支払っていますよね。タダではないですよね。予防注射をするのにお金

が発生しますし、ボランティアではないですよね、先生がね。どのようなシステムで先生

がお金をもらっているのか、市がドクターに対して直接日当を払っていないかもしれませ

んけども、どこか回ってきているはずですよね。わかりますかね、教えてください。 

 

中川副委員長 

阿部環境課長。 

 

阿部環境課長 

それではお答えいたします。 

まず、集団資源回収の回収量につきましては、集団資源回収の団体についてはほぼ横ば

いの状況となっているんですが、集団資源回収量の減少につきましては、原因までは特定

できていない状況にございますので、今後、聞き取り調査などを行って情報収集したいと

考えております。 

それから、市の資源物の売り払い金額なんですけども、それぞれ 29年度は紙パックにつ

きましては 7万 6,961 円、それから段ボールが 300 万 296 円、それから新聞紙が 78万 9,869

円、それからピン止め雑誌が 12 万 4,433 円、それから糊付け雑誌が 42 万 6,273 円、アル

ミ缶が 1,161 万 2,879 円、それからスチール缶が 168 万 536 円となっております。 

それから、医師への日当にかかる料金に関しましては、注射料金を畜犬の所有者からも

らうことになっております。その分が、各獣医師の利益というふうになっております。こ

の分については、集合注射で行っても病院で行っても、同じ料金で実施しているというこ

とになります。 

以上でございます。 
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中川副委員長 

大迫委員。 

 

大迫委員 

資源物の持ち去りについてですけれども、1件あったということですけれども、大曲地区

であったというのは聞いておりますけれども、今後、持ち去りが増えてくるとなったら、

どのように、条例で今は押さえていますけれども、それでも増えてくるとなった場合には

何か対策を考えているのですか。罰則を設けなくてはいけなくなってくるのか、お聞かせ

ください。 

 

中川副委員長 

阿部環境課長。 

 

阿部環境課長 

それではお答えいたします。持ち去りに関しましては、持ち去り条例の制定後、条例設

定の効果もありまして、業者などが持ち去っているという情報も非常に少ない状況となっ

てはございますが、今後、状況によってはまた増えてくるということも考えられますので、

適切な状況を維持できるようにごみステーションのパトロール等に努めてきたいと考えて

おります。罰則については、またそのあとに検討したいというように考えております。 

以上でございます。 

 

中川副委員長 

木村委員。 

 

木村委員 

決算書 167 ページ、報告書 39ページの浄化槽設置奨励事業についてお伺いします。 

これは公共下水道計画区域外における生活排水の適正な処理のため、新規に合併処理浄

化槽を設置した場合や、既設の単独処理浄化槽を合併処理浄化槽へ転換した場合の費用の

一部を支援するということですけれども、28 年度は申請 2件、29 年度は 0件だったわけで

すけれども、この理由をお伺いします。そして対象地域では、まだ単独処理浄化槽のまま

のところは何件くらいあるのかお伺いします。 

それともう一点、決算書の 161 ページ、報告書の 40 ページです。家庭ごみ適正処理推進

事業についてですけれども、この中で庭先収集についてですが、この庭先収集は要介護認

定や身体障がい者手帳の交付を受けている方、自らごみステーションに排出できない方が

対象となっておりまして、28年度は 141 件で、29年度は 149 件ということでした。今後も

増えることが予想されています。今いったのは、いろんな条件が付いている方ですけれど
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も、今後、高齢者が増えていく中で、市民の方からステーション方式ではなく、戸別収集

をしないのかという声も寄せられておりますけれども、４年前のアンケートでは約 6 割が

ステーション方式でという回答が多かったようですけれども、高齢化率も 4 年前よりも上

がっていますので、新たにアンケートとか取らないのかお伺いします。 

 

中川副委員長 

阿部環境課長。 

 

阿部環境課長 

それでは、木村委員のご質問にお答えいたします。 

最初に浄化槽の関係ですけれども、浄化槽設置奨励事業につきましては、下水道区域で

はない住宅の合併浄化槽の設置に対する補助というものでありまして、新築だけではなく

既存の建物に設置した場合でも対象となります。申請件数が少ない理由につきましては、

年に 10 件ほどの相談がありますが、既存の建物の場合、浄化槽設置には高額な費用がかか

ることや、高齢者のみが住まわれている世帯につきましては、近い将来空き家になる可能

性があるということが設置に至らない理由というふうに考えております。 

また、単独浄化槽の市への届け出件数につきましては、27 件というふうになっておりま

す。 

続きまして、庭先収集、戸別収集の関係ですが、庭先収集につきましては平成 29 年度の

新規決定は 34 件、それから施設入所等による終了・休止が 26 件となっており、年々少し

ずつ増加している状況にあります。ごみの収集方法につきましては、これまでも市民アン

ケートを実施して市民ニーズ等の把握に努めており、直近では平成 29年度に行ったアンケ

ートにおいても、戸別収集に関する項目を設けておりますが、このアンケートにおきまし

ても、ごみステーション収集のままでよいという回答が 62.7 パーセントとなっております。

今後につきましても、定期的な市民アンケートの実施により、市民の方々の意見を把握す

るとともに、戸別収集方式については町内会等でのステーション管理が難しくなった場合

等において、また検討することとしたいと考えております。 

以上でございます。 

 

中川副委員長 

木村委員。 

 

木村委員 

再質問、一点だけ。最初の浄化槽の関係ですけども、単独処理浄化槽のままがまだ 27 件

あるということで、なかなか高齢者の一人暮らしとか、将来空き家になる可能性というこ

とで、なかなか進まないということですけれども、残りの残っている単独処理のままのと
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ころに、今後の推進するための取り組みについて再度お伺いします。 

 

中川副委員長 

阿部環境課長。 

 

阿部環境課長 

お答えいたします。 

今後の取り組みについてですが、ちなみに平成 30年度は 9月末時点で今 3件の申請がご

ざいますが、川をはじめとします市内の水環境を守ることは非常に重要なことというふう

に考えておりますので、今後も対象者への地道な啓発、それから周知等により合併浄化槽

の設置を促進して、生活雑排水の汚濁負荷の低減をするための設置支援を推進していきた

いと考えております。 

以上でございます。 

 

中川副委員長 

田辺委員。 

 

田辺委員 

では一点だけ、決算書 160 ページ、報告書 40 ページ、ごみ減量化・資源化推進事業につ

いてですが、17 年度からミックスペーパーの拠点回収が始まりましたが、この状況ですね

減量化に貢献できているのかどうかお伺いします。それから、家庭系の生ごみの資源化も

以前からなかなか増えないということもご答弁にありますけれども、2017 年度はどうだっ

たのか、事業系にも生ごみの回収の取り組みが始まりましたけれども、こちらに参加する

事業者が増えてきているのかどうかお伺いします。 

 

中川副委員長 

阿部環境課長。 

 

阿部環境課長 

田辺委員の質問にお答えいたします。 

最初にミックスペーパーの再資源化についてですが、ミックスペーパーにつきましては

昨年の 11 月から開始したところですが、市内８カ所の拠点回収によりまして、平成 30 年

３月までの 5 カ月間で 30.32 トン、袋の数にしまして約１万 1,000 個の回収となっており

ます。ミックスペーパーの今後の取り組みについてですが、分別をしていただいている市

民の方からは、普通ごみの排出頻度が減ったなどの声もいただいておりますが、一方で拠

点が遠いという声もいただいております。 
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今後も埋め立てごみの減量に向けて、より多くの皆様にご協力いただけるように、収集

量の増加につながる事業の拡大等について検討を行っていきたいと考えております。 

次に、事業系生ごみの再資源化についてですが、事業系生ごみにつきましては、平成 29

年 4 月から事業系の一般廃棄物の処理手数料の改定に合わせて、適正に分別された生ごみ

の処理手数料を値上げせずに据え置きをしまして、事業者の協力も得られましたことから、

平成 28 年度の 82トンから平成 29年度 380 トンと前年度の約 4.6 倍の収集量となっており

ます。29 年度につきましては、個別の事業所 13 カ所を訪問しまして、それぞれの実態に合

った生ごみの分別方法について相談に乗らせていただくなどの働きかけによりまして、生

ごみの分別が少しずつ進んでいると考えておりますが、まだ、計画量と比較すると 4 割く

らいと少ない状況にありますので、今後も事業所への働きかけを継続して、生ごみの分別

の推進を図っていきたいと考えております。 

家庭系の生ごみにつきましては、平成 28 年度は 1,413．37 トン、それから、29 年度は

1,410.78 トンということで、ほぼ横ばいというような傾向となっております。 

以上でございます。 

 

中川副委員長 

田辺委員。 

 

田辺委員 

初めにミックスペーパーですけれども、今年度また増えているのかもしれないですけれ

ども、市民の方の声にもあるように、なかなか拠点 8 カ所というところで、遠いいという

意識はあると思うんですけれども、拠点を増やすことを考えてらっしゃるのか、例えば今、

市役所は一階のところにありますけれども、やはりなかなか手で持ってくるというのは難

しいと思うんですよね。皆さん車ですとか、自転車があるかどうかわかりませんけれども。

なおかつ、あそこは一応障がいの持った方というか、子育て支援センターの方が優先です

よね、一階のところはね。 

今後ですね、庁舎に限っていうと、今駐車場が完備されたことによって、二階の入り口

からでも入れるような、そういうような工夫というのはされていかれないのかお伺いしま

す。後ですね、その今後ですけれども、ステーションでのミックスペーパーの回収という

のは、なかなか難しいものなのかどうか、その辺についてもお伺いします。 

それから、事業系の生ごみも、ずいぶん増えたという 4.6 倍ということで増えてきてい

ると思いますけれども、13 カ所ということで、市内ではあとどのくらい対象となる、本当

に小さいところではなかなか中に入らないのかとは思いますけれども、まだどのくらい対

象となる事業所があるというふうに考えていらっしゃるのかお伺いします。 
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中川副委員長 

阿部環境課長。 

 

阿部環境課長 

それではお答えいたします。 

まず、ミックスペーパーの市役所での２階等での回収につきましては、確かに現在です

と、わざわざ１階に降りなければならないというところで、できれば 2 階に設置したいと

考えてはいるんですけれども、ただ、なかなかミックスペーパーですと回収ボックスから

溢れ出したり、非常に場所をとるものですから、その辺も考慮しながら今後検討していき

たいと考えております。 

それから、ごみステーションでのミックスペーパーの回収につきましては、こちらでも

今検討している段階ではあるんですけれども、収集業者さんですとか、あるいはミックス

ペーパーの処理業者さんのきちんとしたルートの確立をしないと、実現できないというこ

ともございますので、今後検討していきたいと考えております。 

それから、事業系生ごみにつきましては、現在、事業系生ごみの回収を実施している業

者は 31 あるんですが、残り大きいところでは、五つくらいあるというふうに捉えておりま

すので、そこの事業者に対しまして、今後、周知等行っていきたいと考えてございます。 

以上でございます。 

 

中川副委員長 

田辺委員。 

 

田辺委員 

事業系生ごみについて、あともう数カ所あるということでしたので、ぜひそちらも取り

組んでいただいて、あしるのところですね、そこのところの稼働が効果的になるような、

そういう取り組みをしていただきたいと思いますし、あとは事業者を、小さいところに関

しては、なるべくリサイクルになるような、自前のコンポストというんでしょうか、大き

めのコンポストですとか、そういう小さな事業所でもできるようなリサイクルの仕組みと

いうのを啓発していくことも必要ではないかと思います。 

それから市役所では、そういうお話でしたけれども、ほかにも協力してくれるお店です

とか、そういうミックスペーパーの拠点を増やすということはなかなか難しいのかどうか

と、それから、ミックスペーパーは、今、市のやっている普通ごみの回収している業者さ

んとはまた別に、ミックスペーパーだけを集めていく、そういうところがあるという理解

でよろしいんでしょうか。そこの協力がないとなかなか難しいということでしょうか。 
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中川副委員長 

阿部環境課長。 

 

阿部環境課長 

それでは、お答えいたします。 

ミックスペーパーのその他の拠点の増加ということでありますけれども、現在の拠点回

収となりますと、ミックスペーパーを置いているところの管理が必要になってきますので、

どこでも置けるということにはならないというところがありますので、今後もその辺の管

理できる場所ということで、検討していきたいというふうに考えております。 

それから、ミックスペーパーの回収につきましては、一般のごみステーションの収集業

者とは別の業者さんが、別のルートで回収しております。 

以上でございます。 

 

中川副委員長 

はい、ほかにございませんか。 

山本委員。 

 

山本委員 

私からは、まず有害鳥獣駆除対策事業、決算書で 159 ページ、主要な施策の報告書では

ちょっと書いていないですけれども、鳥獣駆除実績ですけれども、29 年度の駆除実績はど

うなっているのでしょうか。 

それから、二つ目はごみ減量化・資源化対策事業です。決算書で 161 ページですけれど

も、今の田辺委員からもミックスペーパーと事業系生ごみ等については質問されたんです

けれども、まず、全体の廃棄物処理実績、29 年度の処理実績は、計画に対してどの程度達

成されているのか全体の量と、それから主な項目について先ほどの生ごみ以外の部分につ

いて、主要な項目についてお知らせ願いたいと思います。 

 

中川副委員長 

はい、阿部環境課長。 

 

阿部環境課長 

はい、それでは山本委員のご質問にお答えいたします。 

最初に、鳥獣の駆除実績についてでありますけれども、エゾシカ、キツネ、カラスの有

害鳥獣駆除につきましては、猟友会との協力により駆除を実施しておりますが、市全体の

平成 29 年度の有害鳥獣の駆除数につきましては、エゾシカが 110 頭、それからキツネが 34

頭、カラスが 1,346 羽、それから、アライグマが 100 頭というふうになっております。 



H30.10.16【決算審査】個別質疑 2日目 

36 

 

続きまして、廃棄物の処理の実績についてですが、処分量の実績につきましては、家庭

系及び事業系の収集ごみと、直接搬入ごみを合わせた処理量の合計では、平成 27 年度は

17,930 トンだったのが、平成 29 年度は 17,869 トンと前年度よりわずかに減少してはおり

ますが、一人一日当たりの総排出量については、北広島市の一般処理基本計画の計画値に

対しまして、110.7 パーセントと約 1割上回っている状況にあります。 

計画量との乖離の状況につきましては、家庭系及び事業系の普通ごみが計画値を約 3 割

上回っておりまして、原因としましては生ごみなどの分別が進んでいないことというふう

に推測しております。 

これまでも、各種の資源化や減量化に取り組んできておりますけれども、今後も引き続

きごみステーションでの啓発ですとか、事業者への説明など、生ごみの分別に向けた取り

組みを行うとともに、先ほども話しましたミックスペーパーの資源化をさらに進めるため

の取り組みを検討していきたいと考えております。 

以上でございます。 

 

中川副委員長 

はい、山本委員。 

 

山本委員 

まず、鳥獣駆除の関係ですけれども、今、駆除数を示されたんですけれども、これは例

年と比べてどういう傾向にあるのかということと、それと、こういう形で毎年駆除してい

るんですけれども、なかなか減っているという実感がわかないんですよね。だから、そこ

ら辺のところについては、道とも関連してどういうふうな対策の強化を考えていくのかと

いう点をお聞きしたい。 

それから二つ目の廃棄物処理実績については、全体が 10 パーセント計画値からオーバー

しているということですけれども、特に普通ごみについては 3 割超ということで非常に多

いいと。これの中身は、生ごみが分別されていないという評価ですけれども、先ほどいわ

れたように、生ごみについては、事業系の生ごみがかなり増えているということはあるん

ですけれども、このいかない原因というのはどういうふうに考えているのか、それから、

そこら辺のところでは生ごみ対策についてはもっと抜本的な対策を組まないと、これまで

いろいろされたのはわかるんですけれども、依然として計画値を上回っている状況が続い

ているっていう状況について、どう評価されて、今後どうするのかというあたり、お聞か

せ願いたいと思います。 

 

中川副委員長 

阿部環境課長。 
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阿部環境課長 

はい、それではお答えいたします。 

最初に、有害鳥獣駆除の駆除件数の傾向ですけど、エゾシカ、アライグマの駆除件数に

ついては、ここ数年増加傾向にあります。農作物への被害なども出ていることから、今後、

北海道や市の関係部署と連携をしまして、今後も継続して、より効果的な駆除を実施する

必要があると考えております。 

それから、家庭系生ごみの今後の対策についてでありますけれども、現在はごみステー

ションでの啓発を実施しておりますけども、今後は分別の悪い地区の世帯の個別訪問です

とか、あるいは、普通ごみの中に生ごみを確認した場合は、不適正排出として収集しない

などの手法なども考えられております。 

ただ、収集しない場合に、生ごみの入った袋をステーションに残すことになりますこと

から、ごみステーション周辺の環境悪化というものも懸念されておりますので、そのよう

な手法をできるだけ取らなくてもすむよう、今後も地道な啓発活動を続けることによって、

生ごみの分別の徹底を図っていきたいと考えております。 

以上でございます。 

 

中川副委員長 

山本委員。 

 

山本委員 

有害駆除については、また農政部のところでありますので、そちらでもまた質問したい

と思います。 

ごみ減量化についてですけども、この生ごみの対策については、事業系でかなり値段に

差をつけた、収集量に値段に差をつけたことによって、かなり効果が出ているということ

は実証されているわけですよね。そういう意味では、かなり市民の側からも生ごみの収集

についてのコストを下げてほしいということで、例えば黄色の生ごみの収集袋については

無料にするとか、そういう抜本的な対策をやらなければ、なかなか生ごみの収集について

は啓発をやっていくという答弁だけでは、なかなか進まないと思います。 

そういう意味では、抜本的な対策で生ごみ収集の経費を、袋を無料化するとか、そこら

辺のところは、どこまで突っ込んだ対策が必要なんじゃないかと思うんですけど、そこら

へんどうでしょうか。 

 

中川副委員長 

はい、高橋市民環境部長。 
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高橋市民環境部長 

それでは、私からお答えさせていただきます。 

生ごみの部分につきましては、私が環境課長時代からも含めまして、いろんなご意見を

いただきながら、どうやって増やしていくかということで、さまざまなことに取り組んで

きたつもりでございます。今、ステーションに立たせていただいて、実際に意見をお伺い

しておりますし、例えばもう少し小さい袋はどうだとかいう意見もございますけれども、

なかなか処理の工程の中で難しいといった部分もございます。 

それから、今、いわれましたように、料金に差をつけてというお話もございまして、そ

れにつきましては審議会の中でも検討事項としてございました。ただ、無料にしてしまう

と、いろんなものが混ざってしまうということで、逆に下水処理センターでの処理の部分

で影響を及ぼすということもございまして、なかなか進んでいないというところでござい

ます。 

いずれにいたしましても、今後も生ごみの部分も含めまして、ごみの減量化につきまし

ては、地道な普及活動を含めましてやっていく中で、どうにか市民の皆さんの分別の意識

を高めていきたいと考えてございます。 

以上でございます。 

 

中川副委員長 

はい、藤田委員。 

 

藤田委員 

それでは、簡潔に 2点お聞きします。 

公害対策費、太陽光発電システム等設置支援事業 159 ページ、まず 29 年度の申し込みの

実績と効果はどう評価しているか。 

同じく 159 ページ、温暖化対策推進事業、これも 29 年度の申し込み実績と効果、どのよ

うに評価しているのか、お聞きします。 

 

中川副委員長 

はい、阿部環境課長。 

 

阿部環境課長 

それでは、藤田委員の質問にお答えいたします。 

太陽光発電システム等設置支援事業と温暖化対策推進事業についてでございますけれど

も、補助の実績につきましては、29 年度太陽光発電システムとしましては 15件 224 万 2,000

円、それから、高効率給湯暖房機等が 26 件 78 万円、それからペレットストーブは申請な

しとなっております。 
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事業効果としましては、どちらも温室効果ガス排出量の削減に寄与する機器の導入を支

援することにより、地球温暖化の防止を図るものとなっており、太陽光発電システムにつ

きましては、平成 22 年度から平成 29 年度までに合計 220 件の導入を支援し、高効率給湯

暖房機については、28年度からの 2カ年で 39 件、それからペレットストーブは、2カ年で

2件の導入を支援したところであります。 

以上でございます。 

 

中川副委員長 

藤田委員。 

 

藤田委員 

ペレットが 29年度ゼロで、通算でも 2件ということで、これは担当課とし続ける必要が

あるのかないのか、どんな認識かそこだけ聞いて終わります。 

 

中川副委員長 

はい、阿部環境課長。 

 

阿部環境課長 

お答えいたします。 

ペレットストーブの申請件数が少ない理由としましては、燃料のペレットが単位コスト

的に灯油よりも高いということが一番の理由と考えられますが、新たな二酸化炭素を排出

しないということから、地球温暖化防止に寄与するということと、木材の有効活用を行え

ることから、今後も補助を継続していきたいというふうに考えております。 

以上でございます。 

 

中川副委員長 

以上で、通告による質疑を終わります。 

ほかに、質疑はございませんか。 

以上で、一般会計の衛生費のうち、保健衛生費の環境衛生費、火葬場管理費及び公害対

策費、清掃費、霊園事業特別会計の質疑を終了いたします。 

1 時まで休憩といたします。 

 

中川副委員長 

 休憩を解き、再開いたします。 

 次に、社会福祉費の福祉センター費及び児童福祉費を除く民生費の質疑を行います。 

木村委員。 
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木村委員 

 決算書 123 ページ、報告書 22ページの生活困窮者自立支援事業について、お伺いします。

市町村の任意事業である学習支援事業を実施するとあり、29 年度は 43 人が受けています。

現在、福祉センター1カ所で実施しているのですけれども、具体的な内容をお伺いします。 

 それと、勉強にきている生徒達の数。できれば、地域別に何人なのか、お伺いします。 

もう一つ、報告書 11 ページ、社会福祉等団体活動支援事業について、お伺いします。民

生委員児童委員連絡協議会交付金が 28年度は 1,561 万 1,000 円でしたが、29 年度は 1,265

万 6,000 円と減少しているのはどうしてなのか、お願いします。 

また、民生委員、児童委員の欠員が多いわけですけれども、どのような対策をとってい

るのか、お伺いします。 

 

中川副委員長 

 奥山福祉課長。 

 

奥山福祉課長 

 学習支援事業は福祉センター内で中学生を対象に週 1回、2時間程度実施しています。そ

のほかに、夏休み、冬休みの長期休業中も集中講座を 10 日間ずつ実施しています。指導教

科については、英語と数学で個々の状況に合わせた指導を行っています。平成 29 年度末は

登録者が 43 名でしたが、地区別についてと、民生委員の関係については、担当主査からご

答弁いたします。 

 

中川副委員長 

 前原主査。 

 

前原生活保護担当主査 

 学習支援事業の地区別については、大曲地区 11名、西の里地区 4名、西部地区 4名、東

部地区 12名、団地地区 12 名で計 43 名の登録者数となっていました。 

 

中川副委員長 

渡邉主査。 

 

渡邉福祉庶務担当主査 

 民生委員児童委員連絡協議会交付金の関係について減額の主な理由としては、交付対象

としている研修費用の積算を平成 28 年度は道外、平成 29 年度は道内としていることから、

全体で約 300 万円程度の減額となっています。 

欠員の対策については、欠員地区の解消に向けた取り組みとして、欠員地区を抱えてい
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る町内会、自治会の会長宛てに民生委員、児童委員選出の協力についての文章や電話で依

頼をしているところです。さらに、現職民生委員の方々にも、人材の情報をいただきなが

ら取り組みを進めているところです。 

 

中川副委員長 

 木村委員。 

 

木村委員 

 最初に生活困窮者自立支援事業の関係で、今は内容的に週 1 回と夏休み、冬休みは集中

的に 10 日間行なっているようですけれども、学習支援ではなくて福祉センターなどを利用

しているほかの団体があると思いますが、特に、夏休み、冬休みの 10 日間に利用すると、

今まで利用していた団体がこの間、利用できなくなることはないのか、お伺いします。 

それと、地域別にいろいろ大曲とか全市的なところから通われているようですけれども、

お子さんたちは、どういう方法でこられるのかということと、週 1 回の学習支援事業によ

って、どのような効果があったのか、お伺いします。 

もう一つ、民生委員の関係で対策をお伺いしましたけれども、民生委員のなり手がなか

なかいないのは、どうしてなのか理由をお伺いします。 

 

中川副委員長 

 前原主査。 

 

前原生活保護担当主査 

 学習支援事業について長期休業中に学習支援事業を行う際、福祉センターの利用で他団

体との兼ね合いに支障が出ていないかということですが、福祉センターの使用に伴い、ほ

かの団体等の使用が著しく制限された事例などの声は聞いていません。 

次に、他地区からの参加状況ですけれども、公共交通機関や自家用車の使用で福祉セン

ターに通っていただいています。事業の感想としては、勉強する習慣がついたですとか、

知人、友人が増えたということもアンケート結果により、お伺いしています。 

 

中川副委員長 

 渡邉主査。 

 

渡邉福祉庶務担当主査 

 民生委員のなり手がなかなかいない状況の理由は、どういったものがあるのかというこ

とですが、現状、市としても、なり手のいない理由を正確に把握できていない状態です。

いろいろな方々からご意見を聞く中で、実際に民生委員のなり手を探すというか、町内会



H30.10.16【決算審査】個別質疑 2日目 

42 

 

の役員もなりにくいといった中、民生委員の業務が難しいというご意見もいただいていま

す。市としては、しっかりと先ほどお話ししたような民生委員の方々の情報収集や町内会

長からの情報収集をして、担い手にどういう方がいらっしゃるのかという情報を把握する

ことがまず最優先かと考えて対策を講じているところです。 

 

中川副委員長 

 木村委員。 

 

木村委員 

 最初の生活困窮者自立支援事業に関して、今は福祉センター1カ所で行っていますが、先

ほどお聞きしたように、大曲とか西部といろいろな地域から来られているということもあ

りまして、今後、福祉センター以外でも実施するところを増やす考えはないのか、お伺い

します。 

もう一つ民生委員の関係ですが、平成 30年度から民生委員のなり手がいないのと関連す

るかどうかわかりませんけれども、できるだけ民生委員の方が活動しやすいようにという

ことで、年間 5 万 9000 円を活動費として民生委員お 1 人に出しています。平成 30 年度か

らは、年間 1万 2000 円を 1人に上乗せしている状況です。それが、今までの民生委員の協

議会交付金全体の金額は上乗せしたわけではなく、民生委員の方が少しでも活動をしやす

いようにということで、今までの交付金の中でやりくりして、平成30年度から年間1万2000

円を上乗せしています。金額を上乗せしたからといって民生委員がなかなか増えるかわか

りませんが、それでも協議会の中で努力されて 1万 2000 円の上乗せをしていますので、で

きれば協議会の交付金の中でやりとりじゃなくて、さらに、この分を上乗せするべきでは

ないかと思いますが、その点についてお伺いします。 

 

中川副委員長 

 奥山福祉課長。 

 

奥山福祉課長 

 生活困窮者への関係で他地区の部分については、現在、交通費助成を行っていまして、

公共交通機関の利用も困難という場合によっては、委託先事業者が送迎を行い対応してい

ます。複数ヵ所での実施について、各地区の参加者も多く必要性は感じていますが、支援

員の確保、実施場所の調整といった課題もありますので、この部分については、今後、受

託事業者等とも協議をしていきたいと考えています。 

次に、交付金の関係は委員のおっしゃるとおり、平成 30 年度の交付金総額では変更して

いませんが、具体的な支出内容、方法などについては、民生委員児童委員連絡協議会の役

員会の中で、われわれ市も入って協議見直しを行っているところです。本市としましても、
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ボランティア的な要素もございますが、民生委員、児童委員の皆さんにも日ごろからご苦

労をおかけしていますので、必要な経費を把握するとともに、活動費などがどうあるべき

かを考えていきたいと思います。 

 

中川副委員長 

 田辺委員。 

 

田辺委員 

 決算書 126 ページ、報告書 19 ページの高齢者支援サービス事業の中の配食サービスにつ

いて、お伺いします。ここ数年の配食の数は大体横ばいなのかと感じています。高齢化率

が上がって、要支援者、要介護者の数が増えていると思いますが、配食サービスの食数は

横ばいということについて、どう考えていらっしゃるのかお伺いします。 

それから、配食を届けるときに配送事業者は、利用者の安否確認をなさると思いますが、

どのようなところまでお願いしているのかを確認します。高齢者の特に、お一人の方や男

性の方だと食生活が乱れるというか充実していないと健康状態に繋がってくるのではない

かと思います。例えば、残渣とかから、手をつけていないことがあった場合に、ケアマネ

ージャーなり、その関連の方たちと連携して安否確認といいましょうか、健康管理までで

きるのかどうか、お伺いします。 

それから 122 ページ、報告書 22 ページの生活困窮者自立支援事業ですが、今、木村委員

から学習支援の話がありました。委託している事業になりますが、引きこもりの支援も行

われていると思います。以前、高齢者支援センターとか参事との連携によって、支援を続

けていくということでしたが、昨年度の支援の実態は、どのようになっているのかお伺い

します。 

 

中川副委員長 

 青木主査。 

 

青木高齢者福祉担当主査 

 配食の延べ食数について、29年度は4万 8962食となっています。実利用者数は282人で、

28 年度と比べまして、人数は 19 名減少しています。それから、延べ食数についても前年度

比 750 食ほど減少しています。 

また、安否確認の方法については、現在 2 カ所の事業者に配食サービスを委託していま

す。委託先の事業者やボランティアの方が対象者に配達する際、不在であったり、普段と

様子が違うと感じたときなどに通報していただくことになっています。実際、利用者が食

べているかどうかまでの確認は現時点で行なっていません。 
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中川副委員長 

 柄澤高齢者・障がい者相談担当参事。 

 

柄澤高齢者・障がい者相談担当参事 

 引きこもり支援における、高齢者支援センターとの連携についてですが、平成 29年度よ

り高齢者障がい者相談担当参事として専門職を配置し、相談支援体制の強化を図ったとこ

ろです。現在、高齢者障がい者相談担当の保健師、社会福祉士が地区担当制をとり、地区

担当者が自分の担当地区の高齢者支援センターなどと役割分担など協議しながら、引きこ

もり者を含む世帯単位での支援を行っています。各高齢者支援センターとは、定例の打ち

合わせを行っているほか、地区担当者が日常的に情報交換を行い、連携を図っているとこ

ろです。 

 

中川副委員長 

 田辺委員。 

 

田辺委員 

 配食サービスは、先ほど食数をお知らせいただいて、前年度より若干、減っているとい

うことですが、現在の配食サービス事業者の指定のハードルは、私も非常に高いのではな

いかと感じています。365 日、広い北広島全域に配達できることが条件ですと、なかなか大

量生産できる大手の事業者でないと参画できないのではないかと思います。それで、食数

が伸びないのも、同じ事業者のいつも同じようにとなると飽きてくるというか、マンネリ

化といいましょうか。やっぱり、お年寄りの方も実際、アンケートでは、なかなか答えづ

らいことなので、食数が伸びないのはそういうところにも原因があるではないかと思いま

す。今後、事業者の拡大は考えていかれないのか、お伺いします。 

それから、安否確認について実際に私も話を聞きますと、結局は食べないで、容器から

出して冷蔵庫にどんどんため込んでしまう方も特に認知症の方はそういう事例も多いと聞

きます。なかなか配食の配達の方にそれを望むのは難しいのかもしれませんが、例えば、

戻ってきたときに容器に物が入ったままになっているような時は、是非、担当と連携を取

るような仕組みが必要ではないかと考えますが、いかがでしょうか。 

それから、困窮者の引きこもり支援ということで、事業者は引きこもりカフェとか居場

所づくりもいろいろ考えていると思いますが、委託される先と市との連携は、どのように

なってとても必要なことではないかと私も考えますが、居場所づくりについては、今後ど

うされていくのか。 

それから、事業評価の中では検討しているという言葉もあった任意事業、生活困窮者自

立支援事業の家計相談事業を含め拡大については、どのような見解をお持ちかお伺いしま

す。 
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中川副委員長 

 奥山福祉課長。 

 

奥山福祉課長 

 任意事業の拡大についてですが、本市の未実施である就労準備支援事業、家計改善支援

事業の実施については、現在、推進計画の中で具体的な検討を行っているところです。そ

の中で考えていきたいと思います。 

 

中川副委員長 

 青木主査。 

 

青木高齢者福祉担当主査 

 配食サービスの事業者拡大についてですが、委員がおっしゃいましたように、現在、い

くつかの仕様条件を設けています。市内全域に配送ができることですとか、配送時の安否

確認、異常時の処置や連絡方法が取れること。それから、保温容器を使用することなど、

いくつかの条件を設けています。本市の市街地の分散という地理的条件ももちろんありま

すが、配食の地域を限定しますと、ほかの地域に住まわれている方との公平性を欠くこと

になりますので、現時点では市内全域に配送できる業者ということで、制限をしています。 

それから、安否確認の方法についてですが、現在も高齢者の見守り事業ですとか地区の

町内会、民生委員の方にそういった方の見守りもしていただいているところです。安否確

認については、今後、配食サービスの事業者と協議をして、どういった形ができるのか検

討していきたいと思います。 

 

中川副委員長 

 柄澤参事。 

 

柄澤高齢者・障がい者相談担当参事 

 引きこもりカフェの開催における委託先との連携についてですが、平成 30 年度から、引

きこもり支援団体との共催で引きこもりサテライトカフェを試行的に行っています。毎回、

高齢者・障がい者相談担当のスタッフも参加をさせていただいています。その中で、引き

こもりの相談、引きこもり者の居場所づくりについて、委託先と共に連携しながら支援の

あり方を検討しているところです。 

 

中川副委員長 

 田辺委員。 
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田辺委員 

 配食サービス事業者について公平性というお話がありましたが、どういう観点で公平性

が違うと判断されるのか。それは、値段でしょうか、味でしょうか。公平性の判断はどう

いうふうにされるのか、お伺いします。高齢者にとって、そこしかないというのはなかな

か厳しい。全市に配達する事業者があってもいいけれども、地域ごとのある程度狭い範囲

でやる事業者があってもいいのではないかと思います。その公平性がどういう意味なのか、

お伺いします。やはり食生活を支えていくのはとても大事なことだと思います。介護保険

も制度が変わって、生活支援が縮小されていく中で、配食の役割は非常に大きいのではな

いかと思いますが、その辺の見解を伺います。 

それから、引きこもりの居場所づくりというところでは、各支援センターでもこの問題

はとても深刻化されてきていて、引きこもりの高齢化ということもとても大きな問題にな

っていると思いますので、是非、引きこもりカフェとか、ハードルが低く行きやすい場所

になるような支援を続けていっていただきたいと思います。 

 

中川副委員長 

 三上高齢者支援課長。 

 

三上高齢者支援課長 

 配食サービスの公平性ですが、居住地区が変わった場合にも同じ条件で選択できること

が公平性を保つことではないかと考えています。食の重要性については当然、認識してい

ますので、協議体等においても今後、食の重要性について配食サービスも含めいろいろ協

議はしていきたいと考えています。 

 

中川副委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 まず、障がい者地域活動支援センター事業、決算書 127 ページ、成果報告書 16 ページで

す。この事業は、障がい者の社会参加ですとか自立を支援するということで、3段階に支援

しているわけです。支援センターの運営の金銭的な補助をしていますが、私も実態を見さ

せていただきました。もっと事業として活性化できる余地があるのではないかと考えてい

ます。そういう意味では、金銭的な支援だけでなく、もう少し運営指導というか支援の観

点から、これらのセンターに対する支援を行っていく必要があるのではないかと考えます

が、その点についてお伺いします。 

二つ目は、生活困窮者自立支援事業、決算書 123 ページ、成果報告書 22ページです。こ

れは、先ほど木村委員からも質問があり、登録者数の実績はわかりました。この実績に対
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して、そもそも、対象となる生活保護世帯とか、生活困窮世帯のお子さん、対象となり得

るお子さんの数。そもそも今、43 人が登録をされていますが、本来であれば何人ぐらい対

象になるのかを教えていただければと思います。特に、地区別にわかれば教えていただけ

ればと思います。 

それから、学習支援の実績と関係は、わかりました。 

もう一つは、住宅確保給付金ですが、これは 28 年度も実績ゼロで、29 年度も実績ゼロと

いうことです。ここら辺の実績がなかなか 2 年連続でないというところの評価、今後の対

策についてどう考えられているのか、お伺いしたいと思います。 

三つ目は、ミニデイサービス支援事業です。決算書 125 ページ、成果報告書 19ページに

なります。事業評価を見ますと、高齢者の活動の多様化とか様々な観点で見直しを行うと

されていますが、この事業の課題と課題認識も含めて、見直しに至った考え方はどうなっ

ているのか、お伺いしたいと思います。 

 

中川副委員長 

 新川主査。 

 

新川障がい福祉担当主査 

 障がい者地域生活支援センター事業の運営状況について、運営指導は数年に 1 回、市の

監査委員による監査を実施しているところですが、これに加え、運営補助金の実績報告時

や必要に応じ、監査や指導などを実施しています。また、利用を促すために実績報告時に

各センターと意見交換を行い、そこで出た課題に対する進捗状況等の確認をセンターへ訪

問したり、実際に役所にきていただいたりした際に、指導助言を行っています。 

 

中川副委員長 

 前原主査。 

 

前原生活保護担当主査 

 学習支援事業の対象者数についてですが、生活保護世帯が 24 世帯 27 名、児童扶養手当

受給世帯が 167 世帯 197 名、就学援助受給世帯が 331 帯 361 名となっています。各種手当、

制度を併給されている世帯もありますので、学習支援対象世帯数は、おおよそ 450 世帯 500

名程度と把握しています。 

地区別ですが、今、手元に資料がないのでお答えできません。 

続いて、住居確保給付金の実績ですが、29年度の相談件数は 10件ありましたが、支給対

象要件に該当ないものが 8 件、転居になったものが 2 件です。受給には離職して 2 年以内

であることや、現在、失職中であるなどの要件があり、制度の利用に至りませんでした。 
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中川副委員長 

 青木主査。 

 

青木高齢者福祉担当主査 

 ミニデイサービス支援事業の見直しに至った考え方ですが、本市の高齢者施策は従来か

ら生きがいづくりですとか社会参加の促進を目的に、老人クラブなどの高齢者団体に活動

支援をしてきました。そのあと、地域においても、高齢者を対象に福祉活動を行うボラン

ティア団体に支援対象の拡大を図ってきたところです。今、市の高齢化率も 30パーセント

を超え、先ほど委員がおっしゃられたように、高齢者の自主的な活動にも多様化が見られ

ています。それとともに、老人クラブの組織率も低下しているということで、高齢者のニ

ーズも大きな変化が生まれてきていると認識しています。 

ミニデイサービス支援事業ですが、29年度は、地域のお茶の間を実施している団体が 12

団体と前年度よりも 3 団体増加しています。また、活動内容については、ボランティアに

従事する支える側。利用者である、支えられる側という役割があいまいになってきている

こともありまして、今後も継続可能な助成制度となるよう、そういった活動をしている団

体に対し支援のあり方について見直しを検討しているところです。 

 

中川副委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 まず、障がい者の活動支援センターについては、監査の時にいろいろ指導しているとい

うことですが、具体的に現地での活動などについても、いろいろアドバイスだとかをきめ

細かくやっていただくということも単に適正に執行されているかどうかという観点から、

もう少し踏み越えてといいますか、その辺の支援ができるような形でやるとか。いろいろ

な物販ですとか事業活動について、市の担当から、ほかの部署も含めて利用促進を図って

もらうとか。いろいろな機会で作品ですとか、事業の中身をＰＲしてもらう。活用しても

らうという支援もできたらお願いしたいと思っていますが、その点についてどうなのかを

お聞かせ願いたいと思います。 

それから二つ目は学習支援で、これを見ますと、やはり 500 名近い方が対象になってい

ると。500 名の方全てのニーズがあるかはわかりませんが、少なくとも 500 名の子どもがい

る中で現状では 43名しか登録されてないのは、実績としては少ないのではないかと思いま

す。その辺については、課題認識を持っていただきたいと思いますが、どう考えられてい

るのか。 

それから、先ほど木村委員の質問の中に地域を分けていけない理由の一つとして、支援

員が確保できないということでした。北広島は、教員経験者も結構いらっしゃるし、教員
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経験者でなくても、そういう形で教えたいという人たちは結構いらっしゃると思います。

そういう意味では、子ども達に学習支援をしていく方々をもっとＰＲすれば、やってみよ

うという方が増えると思いますので、支援員の確保について、もっと力を入れるべきだと

思いますが、どうなのかお伺いしたいと思います。 

それから、住宅確保の給付金ですけれども、相談は 10件くらいあって、結果的にはなか

なか支援に結びつかないという形での答弁です。確かにそうですが、住宅確保の給付金は、

相談事業の中で実績に結びつかない所の問題点といいますか、制度設計なり取り組みの課

題について、もう一度検証をすべきではないかと思いますが、どうなのかお伺いしたいと

思います。 

それから、ミニデイサービス事業の見直しについての課題はわかりました。それで、見

直しを進めていくということで、具体的にはどういうスケジュールで見直しをかけていく

のかをお聞かせ願いたいと思います。 

 

中川副委員長 

 新川主査。 

 

新川障がい福祉担当主査 

 利用促進を促す方法として、現在、市の相談窓口や相談支援事業所において対象者に対

して利用の呼びかけを行っているところです。また、地域活動センター内でこころの交流

会などを開催し、普段利用していない方も対象として、その後継続利用につながるような

取り組みを実施しているところですが、山本委員がおっしゃったとおり、いま物販とか、

その他はさまざま機会を通じて今後もＰＲを継続して行いたいと思います。 

 

中川副委員長 

 奥山福祉課長。 

 

奥山福祉課長 

 補足になりますが、当市には 3 カ所の活動支援センターがありまして、それぞれ、今の

ところは障がいの種別に応じた活動内容になっています。場所によっては、高齢化等によ

り利用人数が減ったりの事例も生じてきていますので、地域活動支援センターは工賃とい

う部分もありますけれども、居場所づくりも一つのメインになっていますので、まずは今

の状況を把握して、今後どのような展開ができるかを考えていきたいと思います。 

それと、学習支援の関係で対象者が 500 名ということですが、生活保護受給世帯には担

当ケースワーカーから、そのほか広報、あるいは児童扶養手当の現況届提出案内の送付時、

就学援助の支給決定通知の送付時に案内文を同封しています。周知については一定程度図

られているものと思いますが、今後も継続して周知方法などは検討をしたいと思います。
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ちなみに、近隣の千歳市では、登録生徒数が約 40 名、石狩については 43 名と聞いていま

すので、そのような対象者数に関わる割合は今後も把握していきたいと考えています。 

 

中川副委員長 

 三上課長。 

 

三上高齢者支援課長 

 ミニデイサービス検討の具体的なスケジュールですが、多様な団体がございますことか

ら、来年度の各団体の活動に支障がないようにと考えています。 

 

中川副委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 まず、障がい者地域活動支援センターですが、居場所づくりという位置づけが大きいと。

やはり、いろいろな作業をしたり、自分たちがやったということがきちんと評価されるこ

とも非常に生きがいとして大事だと思います。そういう意味では、例えば、北広島では、

さまざまなイベントなりが行われて、非常にたくさんの方がこられています。そういう場

所で活動支援センターのいろいろな取り組まれた作品を展示して、活動をＰＲすることも

できると思います。そういうことも少し考えて、活性化を進めていただきたいと思います

が、その点についての見解をお伺いします。 

それから、学習支援でＰＲは非常にやられているということですが、なかなか紙だけの

周知では、どれくらいほそくできるのかが難しいところです。むしろ、学校の先生が日々

教えている中で、この子はそういう学習支援をもっと行ったほうがいいということを一番

よく把握されていると思います。そういう意味では、教育委員会ともっと連携して学習支

援が必要な子供たちの把握に努めていただきたいと思いますが、その点についてお伺いし

ます。 

 

中川副委員長 

 奥山課長。 

 

奥山福祉課長 

 地域活動支援センター支援事業、ＮＰＯ法人等の運営で運営補助ということで事業を展

開していますが、事業の主体性も非常に大切にしなければならないと考えていますので、

委員ご指摘のとおり、市と運営主体がよく話し合いを行いながら、どういうことができる

のかを今後、考えていきたいと思います。 
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学習支援の関係ですが、学校の先生、今もチーフのコーディネーターについては、教員

退職者ということでいろいろ運営をしていただいていますが、今後も教育委員会とも連携

しながら人材の確保等も含め、いろいろ対応していきたいと考えています。 

 

中川副委員長 

 永井委員。 

 

永井委員 

 まず、生活保護費等支給事業、決算書 151 ページ、報告書 23 ページです。2017 年度予算

が 11億 2000 万円ほどでしたが、決算がそれよりも減額している理由について伺います。 

対象者数については、単純に考えて対象者数の減少が関わっているのかと思いますが、

市からいただいている資料の中でも全世帯において減少しているので、その具体的な理由、

内容について伺います。 

二つ目が、避難行動要支援者対策事業、123 ページ、報告書 12 ページです。こちらは、

2016 年度からの事業と把握していますが、2017 年度の予算から減額している理由は、具体

的に何がどのように減額となったのかを伺います。 

最後に三つ目として、障がい者医療的ケア支援事業で、決算書のページはなかったので

すが、報告書 17 ページです。こちらの支援事業が昨年、一昨年も同じ内容で質問していま

すけれども、せっかく予算を組んでいるのに実績がゼロという決算が出るということで、

理由と評価について伺います。 

また、事業の周知や活用してもらうため具体的にはどのように対象者に働きかけを行っ

たのか伺います。 

 

中川副委員長 

 渡邉主査。 

 

渡邉福祉庶務担当主査 

 生活保護費の予算と決算額の減額になった理由と避難行動要支援者対策事業の予算の不

用額についてのご質問ですけれども、生活保護費等支給事業の不用額の件については、先

ほど委員からもご指摘のあったとおり、生活保護世帯が減少していることが大きな要因と

なっています。 

具体的な理由等々があるかということでお話しいただいたので、少し中身の分析をしま

したところ、一番大きく減少した項目は医療扶助になっています。具体的な理由等につい

ては、これから詳細を確認するところになりますが、今の保護廃止世帯の状況と動向を見

ますと 28年、29年を対比して多く減少しているところが高齢者世帯の廃止が伸びている形

ですので、今回の不用額の出た大きな要因となるかと判断しています。 
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続きまして、避難行動要支援者対策事業の不用額の理由、詳細にということですので、

大きなところとしては、避難行動要支援者名簿を管理するシステムの委託費の見直しで 12

万 2000 円ほど委託費が予算額より減っています。システムの利用をするということで、そ

のお渡しする地図をゼンリンの使用料という形でお支払いしていますが、使用枚数等を見

直したことにより、4 万 5000 円ほど減額となっています。それと合わせて、それぞれ名簿

に登録をする際、同意等の確認をする郵送料である役務費が 2万 5000 円ほど減少したこと

で、トータル 20 万円ほどの不用額が発生したことになります。 

 

中川副委員長 

 新川主査。 

 

新川障がい福祉担当主査 

 障がい者医療的ケア支援事業ですが、医療的ケアの必要な障がい児者の社会参加、家族

のレスパイトを目的として実施しています。平成 29 年度については、対象の障がい児、障

がい者は、生活介護や短期入所等の障がい福祉サービスの利用で、社会参加や家族のレス

パイトをまかなっていたところがあり、利用には至りませんでした。 

また、事業の周知については、各種制度をご案内している冊子や市のホームページへの

掲載等により周知に努めているところです。 

 

中川副委員長 

 永井委員。 

 

永井委員 

 まず一つ目に生活保護関係で高齢者世帯数が最も減少していることが要因ではないかと

いうことですが、実際に世帯自体は減少していますけれども、相談件数や保護申請件数、

また保護の開始などの件数は市からいただいている資料ですと、2年前、3年前よりも 2017

年度が増えています。この増えている理由や内容などは、どのように分析されているのか

伺います。 

避難行動は委託費ということですが、委託費は位置確認情報などを作成するための委託

費だと思います。事務事業評価では 2016 年度の平常時の名簿提供に対する同意者数として、

目標値が 1610 人となっていまして、その実績として 1300 人ほどとなっています。そして、

2017 年度も目標値が 1610 人となっていますので、目標値に対しての実績はどの様であった

のか。平常時の名簿提供に対する同意者数ということで、どのようになっているのか伺い

ます。また、参考までに今回 9 月の地震において、この避難者要支援者対策事業のシステ

ムなどをどのように活用したのかも合わせて伺います。 

障がい者医療ケアの関係ですが、せっかく予算を組んでいるのですから、いかにして活
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用してもらうかをもっと対象者の方々にアピールしていくべきではないかと思います。市

でも事務事業評価の今後の課題として、保護者の高齢化などによる家庭内での負担軽減の

ためには、この事業を続けていきたいという趣旨で載っていますので、今度は、例えば、

市の職員は大変かと思いますし、もしかしたらされているかもしれませんけれども、対象

者のお宅へ個別訪問などしてこのような事業も是非、ご活用くださいということを働きか

けてはいかがかと思いますが、見解を伺います。 

 

中川副委員長 

 前原主査。 

 

前原生活保護担当主査 

 生活保護の件について、相談件数等が 27年から年々増加しているということですが、ぽ

るとの生活困窮者自立支援事業が 27 年 4 月から始まっています。その相談事業の部分で 3

年経ち浸透してきた部分もあって、福祉課との連携もより良く取られているということで、

相談件数も増えていると押さえています。 

 

中川副委員長 

 渡邉主査。 

 

渡邉福祉庶務担当主査 

 避難行動要支援者名簿の平常時の同意者の推移ですが、平成 28 年は同意者数が 1282 名、

平成 29 年は現段階把握しているところですと 1285 名ということで、横ばい傾向となって

います。ただし、名簿対象者については、平成 28 年 2326 人に対して平成 29 年が 2197 名

となっていますので、同意をもらった同意率は、28 年 55.1 パーセントから 29 年 58.5 パー

セントと 3 パーセントほど増加している傾向となっています。ただし、先ほどいただいた

目標値から少し数字は乖離していますので、これから新しく名簿に登載された方に対して、

同意確認する作業を今月実施する準備をしていますので、目標値に近づけるよう努力を市

としてもさせていただきたいと考えています。合わせて、今回の被災発生の関係で何か名

簿関係で学んだことはないのかということですが、非常に多くのことを市としても学んだ

と思っています。特に、避難行動要支援者対策事業の中では、名簿に登載する情報の整理

ということで従来国で示されている情報を今現状としては登録していますが、より災害に

迅速に動けるようリストの情報等の整備は今後、必要となると思っています。また、その

中で担当者として感じるところとしては、地域との連携を強化することで、地域の防災対

策にもなりますので、名簿の中にそういったものどういう形で活用できるのかも検討が必

要かと考えています。 
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中川副委員長 

 新川主査。 

 

新川障がい福祉担当主査 

 障がい者医療的ケア支援事業の対象者に対する個別周知についてですが、平成 30 年 9月

1 日から医療的ケア支援に対応できる訪問看護ステーションが 1カ所増えていますので、対

象とする事業者が増えた旨を対象者に個別周知したいと思っています。 

 

中川副委員長 

 永井委員。 

 

永井委員 

 最後に生活保護関係ですけれども、ぽるとでの相談事業が始まったことで、市民の中に

もかなり浸透して件数も増えているのではないかという見解でしたが、内容的にもさまざ

まな相談があると思います。10 月から、また生活扶助費が引き下がったことに関わり、今

後、市ではどのように対応していくのか改めて見解を伺います。 

 

中川副委員長 

 前原主査。 

 

前原生活保護担当主査 

 今年 10 月の改正により、生活保護受給者が減少したということは現時点でないのですが、

今後の段階的な改正に対しても現時点の生活保護受給者が停止、廃止となる見込みはあり

ません。また、保護費が減少した世帯については、ケースワークの中で可能な限りの支援

を行いたいと考えています。 

 

中川副委員長 

 ほかに、ございませんか。 

大迫委員。 

 

大迫委員 

 決算書 123 ページ、避難行動要支援者対策事業について、永井委員が聞いていたところ

ですけれども、この対策事業の名簿についての取扱について、お聞きします。まず、私が

住んでいるところの自治会も自主防災組織を立ち上げて、この名簿をもらっています。今

回の震災がありましたが、その後、自治会の中でどこまで開示していけばいいのか。取り

扱いについての規定です。実際、何かあった時に回るのは班長ですが、班長に渡しておい
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ていいものなのか。もし、災害がなければ、それが毎年班長が変わって、毎年人が変わっ

ていくと。変わっていって、その名簿の個人情報を違う人が見られる状態になってしまう

のが、いいのかどうか。どこまで開示してという規定があるのかどうかをお知らせいただ

きたい。 

 

中川委員長 

 奥山課長。 

 

奥山福祉課長 

 避難行動要支援者名簿は、多くの個人情報が含まれていることから、自治会町内会をは

じめとした関係機関とは個人情報の管理方法などを定めた協定書の締結を行い、情報の開

示を行っています。委員から質問のありました、開示の対象者については、それぞれの自

治会町内会において、活動内容や支援体制にも差異が生じていると思います。市としては、

その協定内容に留意していただいて開示することはできるものと考えています。 

 

中川副委員長 

 大迫委員。 

 

大迫委員 

 それぞれの自治会で取り決めをして、皆さんの同意が得られればということでしょうか。

要支援者の名簿を書いた人が自治会の中でそういう方達に回りますということを了承して

いる状況なのでしょうか。 

 

中川副委員長 

 奥山課長。 

 

奥山福祉課長 

 協定書の中には、複製を必要以上にしてはいけないとか、名簿の保管場所などルールを 5

点ほど協定書の中に明示しております。また、協定を締結したあとに管理責任者も市に報

告をいただいています。 

あと、団体の内部で支援することに名簿情報は必要ですが、なるべく取り扱う人は限定

をしていただきたいというお話もしながら、先ほど申し上げました通り、自治会町内会に

おいて災害時の支援体制は異なるものと考えています。具体的にお困りの点等がありまし

たら、市にご相談をいただいて、どういう対応がいいのか市も一緒に考えていきたいと思

います。 
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中川副委員長 

 稲田委員。 

 

稲田委員 

 今、大迫委員が質問されました、避難行動要支援者対策事業、社会福祉団体等活動支援

事業とありますが、あとのほうは先ほど木村委員が質問をされて重複しますので、取り下

げます。今の避難行動要支援者対策事業ですが、決算書 123 ページ、報告書 12ページです。

今、情報の開示ということで、協定を結ばなければできないということでした。こちらの

名簿の趣旨が管理更新して災害時に備えるとあります。ところが、今回の災害時は多分、

本当に災害なんてきたことがなかったので市民の意識にはなかったと思いますが、協定を

結んでいない町内会がありまして、1軒、1軒、会長が個別訪問をして大変だったとお話を

聞きました。それから、この名簿の更新は迅速にされているのかどうかもお聞きしたいで

す。これは、一例ですが、84 歳の 1 人で暮らしているご婦人です。地震の時に丁度トイレ

に入っていたそうです。トイレのドアの前に立てかけてあった折り畳み式のテーブルが、

地震でトイレのドアに倒れかかって閉じ込められたそうです。何時間もかかって、ようや

く開けて不安な一夜を過ごしたのですが、明け方にベランダを叩く音がして見てみると、

いつも除雪をお願いしている業者の方が、懐中電灯と食べ物を持って、訪ねてきてくれた

そうです。情報の開示、協定を結ぶとか、この時代ですから個人情報もわかりますが、災

害に当たっては人命優先で迅速に動かなければならないと思います。何とか、情報の開示

をもう少し今回の災害を機に考え直していただけないかと思いますがいかがでしょうか。 

 

中川副委員長 

 渡邉主査。 

 

渡邉福祉庶務担当主査 

 まず、避難行動者要支援者名簿の協定について、先ほど課長から答弁させていただきま

したけれども、この名簿には個人情報を登載させていただいているので、慎重に取り扱い

をさせていただいているのが現状です。また、取り扱いについては、市で決めている避難

行動要支援者支援プラン計画のもとに、それぞれの自治体町内会ですとか、消防、警察と

いった関係機関と協定を結んだ上で協定の中には、その情報の管理の方法ですとかこうい

った情報が載っていますと示した上で、皆さんに情報を開示しているのが現状です。町内

会について、現時点で協定が締結しているところが 15 カ所ということで、町内会全体の 1

割程度の進捗状況というところは市でも掴んでいますが、どれだけ締結率を上げられるの

かでも今取り組みを検討しています。さらに、名簿に登載される方ということになると国

の法律等でも基準があり、高齢者の方は介護 3 以上の在宅の方、障害手帳をお持ちの方と

基準が設けられています。先ほどの 80数歳の方が、この名簿に登載される対象者かどうか
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はなかなか市でもまだ把握されてないところです。そういった形で名簿を管理しますので、

市としても、そういったプランや計画に基づき適切に管理をさせていただくのが現状とな

ります。 

 

中川副委員長 

 稲田委員。 

 

稲田委員 

 本当に、災害はいつくるかわからないので、早急にお願いいたします。 

 

中川副委員長 

 ほかに、ございませんか。 

鶴谷委員。 

 

鶴谷委員 

 まず、福祉バス運行事業についてですが、決算書 127 ページ、成果に関する報告書 12ペ

ージです。今年、福祉バス運行時に発生した事故については、民生常任委員会でも報告を

受けましたが、昨年度は運行上の事故または車両のトラブルなどがなかったのかを伺いま

す。 

次に、生活困窮者自立支援事業の学習支援事業についてですが、ほかの委員の方からも

いくつか質問がありましたけれども、学習支援の開催曜日が毎週火曜日の夕方 5 時から 7

時ということで実施されています。この事業全体に関わる費用としてはいくらだったのか

について伺います。 

 

中川副委員長 

 奥山課長。 

 

奥山福祉課長 

 昨年度の福祉バス運行上の事故等については、軽微な修繕等はありますが、事故は発生

していません。 

 

中川副委員長 

 前原主査。 

 

前原生活保護担当主査 

 学習支援支援事業費に関わる全体の費用額は、238 万 5154 円となっています。 
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中川副委員長 

 鶴谷委員。 

 

鶴谷委員 

 福祉バスの運行について、軽微な修繕程度だったということですが、今年 9 月に私の住

む町内会の老人会で福祉バスを利用する日帰りツアーが行われました。その際、私の父も

参加しましたが、シートベルト着用の呼びかけや注意喚起について、ちょうど、事故の報

告を受けたあとでしたので話を聞いたところ、特にドライバーからベルト着用の注意喚起

などはなかったとのことですが、大概の方は自ら装着していたようだったとのことでした。

常任委員会での報告に対して、委員の皆さんからは運行事業者に対して乗客への着用指示

の徹底などの意見が出されていましたが、それに加えて、福祉バスの利用をする団体、利

用を申し込む際、団体側にも口頭と文書通知などで、安全のための備えについて注意喚起

と啓発が必要ではないかと考えますが、いかがでしょうか。 

それと、学習支援事業ですが、先ほどの質問の中で毎週火曜日は夕方 5 時から 7 時、夏

冬休みは 10 日間ずつということでした。この期間も時間帯は同じように開催されているの

か、お伺いします。 

 

中川副委員長 

 渡邉主査。 

 

渡邉福祉庶務担当主査 

 福祉バスの運行についてですが、事故発生後の利用団体への取り組みとして、バス乗車

中のシートベルト着用と大型バスの運行上支障がある場合、経路の変更をすることについ

てのご協力のお願いする文書を受け付け機関である社会福祉協議会から各利用団体にお渡

ししているのが一つ。利用申請をする際にも改めて窓口の社会福祉協議会の担当から、シ

ートベルトの着用とご協力のお願いをしているのが現状となっています。先ほど委員から

も、バスの運転士のシートベルト着用の声かけ等のご指摘もいただきましたので、改めて

バス運行業者の運転手ともども、こういった安全運転の励行と搭乗者へのシートベルト着

用の呼びかけを再度注意していきたいと考えています。 

 

中川副委員長 

 前原主査。 

 

前原生活保護担当主査 

 学習支援事業の夏休み、冬休みの開催時間ですが、午前中の 2 時間程度ということで開

催しています。 
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中川副委員長 

 鶴谷委員。 

 

鶴谷委員 

 学習支援事業で、夏冬休みは午前中 2 時間程度ということで理解しました。近隣市のＮ

ＰＯ団体による学習支援事業も最近ではいくつも展開されているところですが、私が知っ

ている札幌の団体では、大学の栄養学部の連携で学習支援事業を行われる際に、月に一回

程度ですが、食事提供の協力を受けている取り組みがあると拝見しました。本市の学習支

援事業の生徒たちに対して、これまで市内の地域団体から食事等提供の申し出はなかった

のか。また、そのような申し出があった場合、アレルギーや衛生面などの安全確保も必要

かと思いますが、可能な範囲で連携していけるといいのではないかと思います。こうした

申し出があった場合、どのように対応することができるのか見解を伺います。 

 

中川副委員長 

 前原主査。 

 

前原生活保護担当主査 

 夕食の提供についてですが、どこかの団体と連携してという報告は委託の事業先から聞

いていません。今のところ、夕食の提供に関して予定はありませんが、他市の状況など調

査したいと思います。 

 

中川副委員長 

 藤田委員。 

 

藤田委員 

 高齢福祉費ふれあい温泉事業、125 ページ。毎年聞いていますが、29 年度の利用実績と

施設ごとの利用人数。 

それから、冬の送迎バス等の施設ごとの利用者数。できれば 28 年度、29 年度を比べて、

増えたのか減ったのかも合わせて説明いただければと思います。 

 

中川副委員長 

 青木主査。 

 

青木高齢者福祉担当主査 

 29 年度の助成券利用実績については、延べ人数で 2 万 6206 人となっています。28 年度

の利用者が 2 万 7537 人となっていますので、前年度と比較すると 1331 人利用者が減少し
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ている状況です。 

各施設の利用者人数についてですが、竹山高原温泉、延べ 1万 6126 人。クラッセホテル

楓楓、延べ 4730 人。森の湯については延べ 5350 人となっています。 

それから、冬期間における温泉施設行き福祉バスの運行ですが、毎年 11月から 4月まで

の 6カ月間で、72 日、1日 2往復運行しています。29 年度は、竹山高原温泉行きが 605 人、

クラッセホテル行きが 119 人、森の湯行きが 278 人となっていまして、合計 1002 人の利用

となっています。28 年度と比較しますと全ての施設で減少傾向となっていて、全体で見る

と 74名利用者が減少している状況です。 

 

中川副委員長 

 藤田委員。 

 

藤田委員 

 65 歳以上が対象のふれあい温泉事業、対象となる高齢者は年々増えていますが、利用者

が横ばいから減少になっている。その辺を市としては、どう分析しているのか。これは、

温泉ですから、好き嫌いがあるとは思います。ＰＲ等々の周知も含めて、今後どのような

認識、また対策を取ろうとしているのか、お聞きします。 

 

中川副委員長 

 青木主査。 

 

青木高齢者福祉担当主査 

 利用者が減少していることについて、分析も含めたＰＲ方法ですが、現在、広報紙、高

齢者サービスガイド、ポスターの掲示によって周知を図っているところですが、利用者数

減少傾向の状況となっています。 

理由としては、高齢化が進展する中で元気な高齢者が増加していることと、自身の趣味

や旅行など、いろいろ取り組む活動内容が多岐にわたっているため、温泉の利用者が減少

していると考えています。 

 

中川副委員長 

以上で、通告による質疑を終わります。 

ほかに、質疑はございませんか。 

（「なし」と呼ぶものあり） 

以上で、社会福祉費の福祉センター費及び児童福祉費を除く民生費の質疑を終了いたし

ます。 

暫時休憩いたします。 
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（休  憩） 

 

中川副委員長 

 休憩を解き、再開いたします。 

次に、衛生費の保健衛生費のうち保健衛生総務費及び健康推進費の質疑を行います。 

田辺委員。 

 

田辺委員 

 決算書 154 ページ、報告書 10ページのがん検診推進事業についてです。受診率について、

いろいろな検診の人数が載っていますけれども、特にうちのまちで全国と比較して低いも

のは、どの部分なのかお伺いします。 

そして、受診率、検診率向上の取り組みについては、どのようなことが行われているの

か、お伺いします。 

 

中川副委員長 

 尾崎健康推進課長。 

 

尾崎健康推進課長 

 がん検診の受診率については、対象者が 40 歳以上の市民全員となっていますけれども、

当市のように会社ですとか公務に勤めている人も母数に入っているということで、単純に

率を比べるのは難しい状態だと思っています。単純に率だけでいうと、胃がんの受診率が

当市は若干低いと考えています。 

あと、受診率の取り組みについては、これまで市内集団検診、バス検診、レディース検

診、日曜の乳がん検診と様々な検診機会を設けることにより、受診者数を増やすよう勤め

てきました。また、市のホームページ、市の広報、町内回覧等で周知を図ってきたところ

です。 

 

中川副委員長 

 田辺委員。 

 

田辺委員 

単純に率だけの比較はできないというお話でしたが、認識として、受診率は他市町村と

比べて特に低くはないという見解でよろしいのですね。 

例えば、今、受診率向上の取り組みをされているとありましたが、最近、マスコミ報道、

テレビとかでもいろいろ取り上げられていて、女性にとって今、すごく亡くなる人も増え

ているという乳がんの受診率は、当市においてはどうなのでしょうか。11 人に 1 人が罹患
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するといわれています。特に早期発見をすると、もちろんほかの癌もそうですが、死亡に

至ることにはならないといわれていることで、いろいろなキャンペーンもはられています。

乳がんに対しての対策はどういうことが特化して行われているのか、お伺いします。 

 

中川副委員長 

 尾崎課長。 

 

尾崎健康推進課長 

 乳がんに対する取り組みは、検診対象者が 40歳以上ということで、乳がん検診に関する

パンフレットを 40歳に達した全ての女性対象者に配布しています。 

あと、以前は国の事業でも行っていた 5 歳刻みの方に勧奨を行うとともに、希望者に無

料クーポン券をお渡しする事業を行っています。 

あとは、昨年度から市内の医療機関で日曜日の乳がん検診も行っています。 

また、2年前から市内で集団の乳がん、子宮がん検診を年 2回行っています。 

 

中川副委員長 

 田辺委員。 

 

田辺委員 

 先日、テレビで見たのですが、国立がん研究センターとかで無料で使える受診勧奨資材、

圧着葉書も提供されていると聞きました。例えば、芸能人の方が亡くなったとかいうこと

があると、そのあとはぱっと受診率が高まるという話も聞きましたが、そういう情報をタ

イムリーに発信できるような仕組みを常に備えていると、その時に葉書を出したりできる

と思いますけれども、そのような準備は可能なのか、取り組むことはできないのかお伺い

します。 

 

中川副委員長 

 尾崎課長。 

 

尾崎健康推進課長 

 今ご紹介ありました件については、当市にもご案内がありましたが、実施には様々な条

件がありまして、条件が合致しませんでしたので、残念ながら採用できなかったところで

す。委員からご指摘があったように、芸能人ですとかががんになったりすると、がん検診

がぐっと伸びた例がこれまでにもありましたので、そういった時期を逃さないように周知

啓発をできたらいいと考えているところです。 
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中川副委員長 

どなたか、ございませんか。 

 木村委員。 

 

木村委員 

 まず、決算書 153 ページ、報告者 9ページ、生活習慣病予防事業についてお伺いします。

その中で、成人健康相談が定例相談 31 件、定例外相談 11 件、訪問 327 人の内容について

お伺いします。 

もう一つが、決算書 153 ページ、報告書 9 ページ、乳幼児保健推進事業について。内容

は、子どもの養育が困難な家庭の支援を検討する子ども虐待予防ケアマネジメント会議を

開催するとありますが、何世帯に支援をしているのか。また、具体的な内容をお伺いしま

す。 

 

中川副委員長 

 野切主査。 

 

野切保健指導担当主査 

 生活習慣予防の相談についてですが、現在、生活習慣病予防事業で行っている成人健康

相談の定例相談と定例外相談がありまして、定例の相談が実 30 人、定例外を合わせて 29

年度は、実 342 人となっています。この相談ですが、国民健康保険の特定健診を受けられ

た方や循環器健診を受けられた方、国民健康保険の 30歳代健診を受けられた方で、その結

果、基準値から外れたデータなどで医療機関の受診勧奨が必要な方に行なっているもので

す。個別に案内をお送りして、設定した日時、会場で個別の保健指導や栄養相談を実施す

るものが成人健康相談となっています。ただし、メタボリックシンドロームの疑いで特定

保健指導になる方は対象外とさせていただいています。また、設定した成人健康相談の定

例相談に来られず、対象となられた方の都合のいい時に保健センターに来ていただいたり、

家庭訪問や電話で個別の保健指導、栄養相談を実施するものが定例外相談として区別して

います。 

続きまして、乳幼児保健推進事業の 養育が困難な家庭の世帯数に関してですが、現在、

健康推進課で子ども虐待予防ケアマネジメント会議を開催していますが、2種類ございます。

臨床心理士や保健師、子ども家庭相談員が参加して行われているものが子育て検討会とな

っています。保健師間で家庭環境とか訪問時の様子などから、支援が必要な可能性がある

事例を話し合うのがケース検討です。子育て検討会で、支援方針などを話し合う事例の数

で報告しますと、ここ 5年間ほど年間約 25から 30 件で経過しています。 
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中川副委員長 

 木村委員。 

 

木村委員 

 生活習慣病予防の関係ですが、28 年度は成人相談が 402 名、延べ 562 人ということで、

29 年度は減少しているわけですけれども、何か理由があるのかお伺いします。 

それと、乳幼児保健推進事業ですが、今、全国で年間 880 人の子供が亡くなっていて、

今年に入ってからも香川県で、児童相談所に 2 度、一時保護されていた 5 歳の子供が東京

目黒区で虐待死する事件がありました。その後、児童相談所間の情報共有を徹底するなど

児童虐待防止の緊急総合対策を決めたそうですが、その中で、乳幼児健診を未受診であっ

たり、保育園や学校に通っていなかったりするために安全確保をできていない子どもにつ

いては、9月末までに市町村が実態把握するとなっていますが、当市の状況をお伺いします。 

 

中川副委員長 

 野切主査。 

 

野切保健指導担当主査 

 生活習慣病予防の関係ですが、28 年度と比べると実数的には減っている現状で、その理

由は実際に保健指導や栄養相談の対象になった方のご都合などに左右されている状況です。

実際に先ほど申し上げた定例相談や定例外の相談、家庭訪問をしても不在という状況があ

り、数としては左右される状況になります。 

 

中川副委員長 

 尾崎課長。 

 

尾崎健康推進課長 

 子どもの虐待調査の関係ですが、健康推進課で所管しているのは、母子、妊婦、就学前

までのお子さんについてであり、検診や訪問といったことで把握しているところですが、

全体的な虐待の件数は、部署が違っておりますので、当課では把握していないところです。 

 

中川副委員長 

 木村委員。 

 

木村委員 

 では、3回目の質問ですが、訪問の部分があると思います。なかなか会えない数が減少し

た原因にもなっているということですが、訪問の関係で事前にアポイントメントを取らな



H30.10.16【決算審査】個別質疑 2日目 

65 

 

いで、家庭訪問をするケースが前にあって、突然こられたほうがびっくりしたと。ある程

度、あらかじめ連絡を取ってから訪問することはされないのか、お伺いします。 

 

中川副委員長 

 尾崎課長。 

 

尾崎健康推進課長 

 まず、対象となる方に個別に設定した日時などをご案内するのですが、その内容には、

ご連絡をいただけなかった場合には、訪問させていただく場合がありますと記載させてい

ただいます。実際、きちっとしたアポイントメントが取れていない訪問も多々あると思い

ます。できるだけ取るよう努めていますが、アポイントがとれないことがあることもご理

解いただければと考えています。 

 

中川副委員長 

 ほかに、ございませんか。 

鶴谷委員。 

 

鶴谷委員 

 妊婦健診診査通院支援事業について、決算書 155 ページ、報告書 61 ページです。資料の

申請や補助件数から対象者への周知と支援が届いているものと推察します。それで、把握

している妊婦の健診先医療機関や助産院について、実態を把握している範囲で構いません

ので教えてください。 

 

中川副委員長 

 野切主査。 

 

野切保健指導担当主査 

 妊婦健康診査で通院する先ですが、平成 29年度にこの事業を利用した方は全て産婦人科

の医療機関に通院をされていまして、助産院への通院実績はありませんでした。 

 

中川副委員長 

 鶴谷委員。 

 

鶴谷委員 

 数年前、子育てサロンで行きあった妊婦の方は、近いところでは札幌市清田区のクリニ

ック、遠い方では真駒内の産科に通っていた方がいらっしゃいました。現在、本市の産科
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受診の病院とか地域は、どのようになっているのでしょうか。 

 

中川副委員長 

 野切主査。 

 

野切保健指導担当主査 

 平成 29年度の実績を見ますと、札幌、千歳、恵庭、江別のほか、里帰り等もありますの

で、その他の道内、道外の場合もあります。全て合わせますと、44 カ所の医療機関に通わ

れていまして、その 6割を占めるのは清田区と厚別区となっています。 

 

中川副委員長 

 鶴谷委員。 

 

鶴谷委員 

 ただ今のお答えによると、健診先は、たくさんの広い地域に渡っていることがわかりま

した。それで、通院に関わる交通費も近ければ近いなりに、遠ければ遠いなりにそれぞれ

掛かると思います。通院支援の金額は、個人別に違うものなのかをお伺いします。 

あと、この通院支援事業は総合戦略の中で始まったと思いますが、今後の継続について

は、どのように考えているのかも合わせて伺います。 

 

中川副委員長 

 尾崎課長。 

 

尾崎健康推進課長 

 通院支援事業ですが、場所に関わらず 1回 1000 円と定額制になっています。 

また、当事業は総合戦略の事業ですけれども、現在のところ取りやめる考えはありませ

ん。 

 

中川副委員長 

 ほかに、ございませんか。 

稲田委員。 

 

稲田委員 

 がん検診推進事業、決算書 155 ページ、報告書 10 ページです。 

もう一つが生活習慣病予防事業、決算書 153 ページ、報告書 9 ページです。がん検診の

結果、早期発見ということで、がんもそれほど怖くないといわれる時代になりました。結
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果が出ていますが、これをどのように分析されているのか。 

それから、この検査を受けた方達の喫煙に対しての調査はできているかどうかというこ

と。 

それから、昨年も同じ質問をしましたが、生活習慣病予防事業では禁煙とか受動喫煙防

止に関するメニューがあったかどうかをお聞きします。 

 

中川副委員長 

 尾崎課長。 

 

尾崎健康推進課長 

 がん検診推進事業ですけれども、有効性が認められているがん検診を実施して早期に発

見をし、早期の受診に繋げる内容ですので、どのがんが多いのかいったような分析は、特

に行なっていません。喫煙についても検診推進事業で喫煙をしているのかどうか聞くこと

はしていません。 

生活習慣病予防事業で先ほどのお話もありましたが、検診で血圧、血糖、腎機能ですと

か受診勧奨レベルになった方を対象に健康相談、指導などを行っており、必要に応じて禁

煙等の相談、指導も行っています。 

 

中川副委員長 

 稲田委員。 

 

稲田委員 

 がん検診推進事業で、新たなステージに入ったがん検診の場合、支援事業補助金とあり

ますけれども、この新たなステージに入ったがんといいますが、厚生省の調べでは喫煙者

はさらに別のがんにかかる率が多いといわれているそうです。やはり、がん検診を受けて、

病気が発見されました。それでいいですということではなく、この数字の結果、予防にも

持っていかなければならないと思いますので、受診する前にいろいろと記入する欄がある

のでしょうか。ただ、カードを持っていけばいいことになっているのでしょうか。その辺、

お聞きします。 

 

中川副委員長 

 尾崎課長。 

 

尾崎健康推進課長 

 がん検診については、申し込みに従って受診券をお送りし、その受診券を持って医療機

関等で受診していただいています。 
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がん検診によって、がんが見つかった場合、直ちに治療していただいて、しっかりと治

していただくことが大切になると思います。委員がおっしゃるように、煙草が肺がんの原

因になることは、明らかになっていることですので、喫煙が健康に及ぼす影響について、

がん検診推進事業とは別の事業の健康づくり啓発事業でしっかりと市民に対して煙草と健

康についての情報発信をしていきたいと考えています。 

 

中川副委員長 

 稲田委員。 

 

稲田委員 

 検診を受ける前に、やはり調査は必要ではないかと思います。これだけはっきり煙草が

がんに及ぼす、しかも肺がんが 1841 人です。人口 5万 8千いくらですか。この人口に対し

て 1841 人。この喫煙をするかしないか統計を取ることで、新たな面が見えてくると思うの

で、それをメニューに入れていただけないでしょうか。 

 

中川副委員長 

 尾崎課長。 

 

尾崎健康推進課長 

 検診を受ける前の調査というのは、どういったものを指しているのか理解しかねるとこ

ろですが、繰り返しになりますけれども、煙草が健康に及ぼす影響は明らかなわけです。

特に肺がんについては、原因の一つとされていますことから、啓発事業において、しっか

りと伝えていかなければならないと考えています。 

 

中川副委員長 

 藤田委員。 

 

藤田委員 

 衛生費、がん検診推進事業で 155 ページ、今までがん検診はいろいろ質問が出ています

が、私は土曜日のがん検診にしぼってお聞きします。29 年度の市内における土曜日のがん

検診の実績はどうだったのか。これは、前年度と比べて増えたのか減ったのかも含めてお

答えください。 

それから、特定不妊治療助成事業 157 ページ、29 年度の申し込みの数はどうだったのか

まずお聞きします。 
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中川副委員長 

 松原主査。 

 

松原健康推進担当主査 

 平成 29店度の市内における土曜日のがん検診実績についてですが、土曜健診は送迎バス

による集団検診の日程の中にレディース検診を設定しています。実際は、平成 29 年度につ

いては、12月 16 日、土曜日に 68 名、2月 27 日、土曜日に 36名、2日間実施して、合計受

診者数は 104 名となっています。定員が 150 名のうちなので 70パーセントぐらいの受診者

数です。平成 28 年度の同じレディース検診は 102 名となっていますので、平成 29 年度が 2

名増となっています。この事業は平成 27 年度からスタートして、平成 30 年度で 4 年目と

なりますけれども、大変好評を得ている事業となっています。 

 

中川副委員長 

 野切主査。 

 

野切保健指導担当主査 

 特定不妊治療助成事業についてですが、平成 29年度の実績については、申請者数は実 20

人、延べ 31 件となっています。 

 

中川副委員長 

 藤田委員。 

 

藤田委員 

 確認の意味も込めて、昨年度からの民間病院で日曜日にも乳がん検診をやるようになり

ましたけれども、市のがん検診の影響、そういう意味でどのような影響があったのか。そ

ういう意味では、日曜日に受ける方がかなり増えてという傾向が見えているのかどうか。

それとも、日曜日に受けに行っても、年間を通すと同じような人数でおさまっているのか

どうかをお聞きします。 

それから、特定不妊治療に関しては、プライベートな話ですが、この治療を受けた方で

その後、妊娠まで至った方の追跡というか、確認は取れているのかお聞きします。 

 

中川副委員長 

 松原主査。 

 

松原健康推進担当主査 

 日曜日の乳がん検診については、平成 29 年度の実績で 42 名が受診されています。全体
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の乳がん検診については、平成 29 年度 1194 名、平成 28 年度 1128 名なので、全体をとお

して、乳がん検診は 66名多い状態で推移しています。 

 

中川副委員長 

 野切主査。 

 

野切保健指導担当主査 

 特定不妊治療の申請者に対しての妊娠の数ですが、平成 29 年度においては、申請者 20

人のうち市で妊娠を把握した方は 8人でした。これは、平成 29年度中に妊娠した方となっ

ていまして、割合的には 4割です。 

 

中川副委員長 

 以上で、通告による質疑を終わります。 

ほかに、質疑はございませんか。 

（「なし」と呼ぶものあり） 

以上で、衛生費の保健衛生費のうち保健衛生総務費及び健康推進費の質疑を終了いたし

ます。 

暫時休憩いたします。 

 

（休  憩） 

 

中川副委員長 

 休憩を解き、再開いたします。 

次に、国民健康保険事業特別会計の質疑を行います。 

藤田委員。 

 

藤田委員 

 保健医療事業医療費適正化対策事業で決算書 273 ページ、29 年度のジェネリック薬品の

取り組みと、それによる医療費の削減効果はどの程度だったのか、わかる範囲で詳しく説

明をお願いします。 

2 点目、同じ 273 ページの特定健康診査、29 年度の本市の受診率で道内順位はどの程度

だったのか。また、以前はこの受診率で国からのペナルティが課されるようなこともあり

ましたが、29年度はそういった影響があったのかなかったのかを含めてお答えください。 

 

中川副委員長 

 渡辺保険年金課長。 
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渡辺保険年金課長 

 本市における昨年度のジェネリック医薬品利用促進に関しての取り組みとしては、服薬

している医薬品をジェネリックに切り替えた場合の医療費差額がわかる通知を年 4 回送付

しています。昨年度は、2003 名の方に普及啓発を行い、ジェネリック医薬品に切り替えた

ことが確認できた方は 782 名。年間の医療費を計算しますと 189 万 5000 円の減額となって

います。 

 

中川副委員長 

 影久主査。 

 

影久特定健診・介護予防担当主査 

 特定健診の件ですが、平成 29 年度の法定報告については、発表が 11 月ですので、29 年

度の受診率は、まだ明らかになっていません。平成 28 年度については、受診率 38.5 パー

セントで道内順位は 179 市町村中 75 位となっています。なお、国からのペナルティはあり

ません。 

 

中川副委員長 

 藤田委員。 

 

藤田委員 

 まず、ジェネリックですが、782 人が使ったことは確認できている。私の所にも国保の保

健証と一緒にシールがきますから、貼って必ず使うようにしています。今後の可能性とし

て、まだ伸びる余地があるかという気はしますが、薬によっては、後発品じゃだめだとい

う方もいらっしゃると思うので、このジェネリックを使える方が増えれば、医療費は昨年

度でも 189 万円下がったということですから、まだ下がる可能性はあると思います。今後

のＰＲ方法、また周知方法で減らせる可能性がどの程度あるのか、お聞きします。 

それから、特定健診に関しては、いろいろな手立てをして頑張っているとは思いますが、

さらなるＰＲ、取り組みにおいては今後、どんな努力を続けていこうとされているのか。

ＰＲ、周知方法も含めて、今取り組んでいることをお答えください。 

 

中川副委員長 

 渡辺課長。 

 

渡辺保険年金課長 

 今後の見通しとして、今年度の診療報酬改定では後発医薬品使用体制加算の見直しが行

われており、医療機関においてもさらなる普及促進が図られているところであり、今後も
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使用率は上昇傾向で伸びるものと推測されています。本市において、現在周知しているの

はホームページ、国保だよりといった各啓発媒体を利用しながら、これまで同様、啓発し

ていきます。今後、数量シェアについては、国で定められている 80パーセント以上を目標

として、一層の普及促進に努めたいと考えております。 

 

中川副委員長 

 影久主査。 

 

影久特定健診・介護予防担当主査 

 特定健診の受診率向上に向けた取り組みとしては、今年度初めて特定健診の対象となっ

た 40 歳になる方や、最後の特定健診の対象になる 75 歳到達者などに向けて、個別に受診

勧奨の通知をしています。また、11 月からは電話勧奨ということで、生活習慣病で通院中

の方、また、過去に一度も健診を受けたことがない方について電話勧奨を行う予定です。 

 

中川副委員長 

以上で、通告による質疑を終わります。 

ほかに、質疑はございませんか。 

（「なし」と呼ぶものあり） 

以上で、国民健康保険事業特別会計の質疑を終わります。 

暫時休憩いたします。 

 

（休  憩） 

 

中川副委員長 

 休憩を解き、再開いたします。 

次に、後期高齢者医療特別会計の質疑を行います。 

質疑の通告はありません。 

そのほか、質疑はございませんか。 

（「なし」と呼ぶものあり） 

以上で、後期高齢者医療特別会計の質疑を終わります。 

15 時 5 分まで、休憩といたします。 

 

14 時 49 分 休  憩 

15 時 05 分 再  開 
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中川副委員長 

 休憩を解き、再開いたします。 

次に、介護保険特別会計の質疑を行います。 

板垣委員。 

 

板垣委員 

 それでは、318 ページ、介護保険事業報告と第 7 期介護保険事業計画の整合性について、

お伺いします。例えば、訪問介護について毎年、事業報告をされています。平成 29年度の

事業報告書では訪問介護 540 人ということですが、第 7 期計画の中での 2016 年実績では、

504 人などと、事業報告と実績値が介護保険計画の実績で異なるのは、なぜでしょうか。ま

た、要介護認定の割合が 2016 年度は、18.2 パーセントから 2017 年度には 17.2 パーセント

に減少したとされています。介護保険サービスの利用率も 2016 年度、15.5 パーセントから

2017 年度 14.1 パーセントに減少している要因は何なのかお伺いします。 

そして、要支援 1 と認定された認定者数が 2016 年 822 から 2017 年 667 人と大幅に減少

している要因等についてもお伺いします。 

介護予防日常生活支援総合事業について、お伺いします。地域支援事業費は、第 6 期の

計画では 2017 年度 3億 4906 万 7 千円だったと思いますが、2017 年度の予算では、2億 9199

万 1 千円になると。決算では、2 億 2871 万 1 千円と大幅に減少した主な要因について、お

伺いします。 

 

中川副委員長 

 宮本主査。 

 

宮本介護給付・保険料担当主査 

 まず、第 7期計画における実績の相違ですが、計画策定時の平成 29 年度実績が 9月末日

までのデータを用いていることから、比較の整合性を取るため、平成 27 年、28 年度実績に

ついても 9 月末データを用いています。このたびお出ししました、介護保険事業報告につ

いては、各年度 3月末日データを記載していることから、差異が生じています。 

 

中川副委員長 

 布施主査。 

 

布施介護認定担当主査 

 要介護認定者数の変化についてですが、前年度要介護認定者数総数 3294 名から平成 29

年は 3187 名と減少になっています。これは、平成 29 年 4月から開始された総合事業に 172

名の対象者が新規に増えましたが、これが含まれていないためです。合計すると若干の増
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となっています。 

サービスの利用者数についても、総合事業の利用件数を含めて合計すると若干の増とな

っています。 

そして、利用率に関しては、全国平均、全道平均から減少している状況ですけれども、

こちらに関しての分析はまだできていません。 

 

中川副委員長 

 宮本主査。 

 

宮本介護給付・保険料担当主査 

 介護予防日常生活支援総合事業の減少理由ですが、第 6 期介護保険計画の策定時におい

ては総合事業について明確に決まっているものではなく、概略的な推計を行っていたもの

です。この第 6期計画の策定後、平成 27、28 年度において事業者との協議を行う中で、人

員基準の緩和や 1 回当たりの単価の導入など、本市独自の総合事業のサービス提供体制を

構築したことから、計画と実情に乖離が生じる結果となったものと考えています。また、

この結果をもとに第 6 期計画書と予算額については、同じ理由によって乖離が生じている

ものと認識しているところです。また、予算額と決算額については、平成 29 年度の予算要

求に当たり、精密な見積もりを行ったところでしたが、事業開始初年ということもあり、

また結果として大きな金額の執行残となったものです。平成 29 年 4 月 1 日から全ての要支

援事業者等が総合事業に移行するものと認識していたため、最大限の予算計上をその形で

行ないました。しかし、その後において要支援介護、要支援の認定更新後から総合事業に

移行することが判明したため、大幅な執行残が生じたものです。 

 

中川副委員長 

 板垣委員。 

 

板垣委員 

 よくわからないのですが、まず、この事業報告と事業計画書の数値等についてですけれ

ども、2016 年、2017 年だけではありません。2015 年もそうです。違っているところがあり

ます。第 7期の事業計画の当初案は、去年 12 月に作られ、その後いろいろパブコメなども

受けて、最終的に今年 2 月とか 3 月事業計画が作成されたと思います。その過程でも、当

初案と最終案とで平成 29年の実績が違うということで、それは改定されています。そこは

わかるのですが、その前年までについては、年度末のはっきりした数値が出ているわけで

すから、そういう数値を使うべきではないかと思います。今の説明ですと、この第 7 期保

険事業計画では毎年 9 月度の実績を使うということですが、その実績は事業報告にも何も

出てこないわけです。通常で報告として出てくるのは、年度末あるいは事業報告では 10月
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の例が出てくるわけですが、突如、計画においては 9 月の今まで出てきていない数値の 9

月度の計画が現れるのは非常におかしいのではないかと思います。ですから、今後の事業

計画を組むに当たって、計画を組んでいる時の年度については途中ですから、わからない

から。例えば、平成 29年度については見込みだとかで、平成 28年 27 年度については実績

とかで、統一した数値を用いるべきではないかと思いますが、見解をお伺いします。 

先ほど答弁にもありました、要介護認定割合、利用率ですが、全国平均と比べても大き

く異なっています。2017 年度は、新総合事業が関与してきたわけですから、そういう事業

に影響を受けるのは全国でも北広島でも同じような影響が表れるはずだと思います。要介

護認定者の割合ですと、全国では 18.0 パーセントが北広島市では 17.2 パーセント。0.8 ポ

イント異なっている。それから、利用率についても、全国では 15.3 パーセントが北広島で

は 14.1 パーセント。1.2 ポイントも下がっているということです。現時点では、なぜ乖離

しているのかわからないという答弁でしたが、わからないのでは今後の対策の立てようが

なくなると思いますので、もう少し詳しく調査をしていただきたいと思います。 

それから、日常生活の総合支援事業についてですが、トータルの費用としては前年度実

績に後期高齢者が 75歳以上の高齢者の増加率をかけた金額になるということだと思います。

そうすると、2017 年度の事業においても、前年の 2016 年度の実績に基づいた計算をされて

いたと思います。これが、結果的には大幅に予算 2 億 9000 万円に対しても 2 億 2800 万円

ということですから、どのくらいですか。8割弱という状態に落ち込んだ原因をもう少し詳

しく調べる必要があるのではないかと思います。これが、平成 29 年の実績が 30 年あるい

は、それ以降にも影響してくるわけです。前年実績かける高齢化の割合で算出されるわけ

ですから。そういうたががはめられるわけですから、大幅にショートすることになると次

年度にも大幅にショートせざるを得ないという形になるわけです。この辺の原因、対応策

についてもしっかりとした検討を加えていってもらいたいと思います。さらに詳しく見て

みますと、第 1号の訪問事業では、予算が 2414 万 6 千円に対して、決算が 1438 万 5000 円

ということで、予算に対する決算割合が 59パーセントです。第 1号の通所事業でも、予算

9249 万 4000 円に対して決算 5508 万 6000 円ですから、60 パーセント止まりということで

す。なぜ、このように大幅にショートしているのか。詳しい検討が必要でないかと思いま

すが、見解を伺います。 

 

中川副委員長 

 三上高齢者支援課長。 

 

三上高齢者支援課長 

 まず、第 7期介護保険事業計画に記載をしている数値は、9月末の数値を記載しているわ

けですが、1年の中間地点ということで、ポイントとして捉えていまして、その経年変化を

見るために、その前の年、その前の年の 9月 30 日という日付で数値を押さえているところ
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です。 

二つ目の全国平均との比較、これは総合事業は国が全て導入されたということで、他の

市町村も同じじゃないかということです。理由については、引き続き調査をしたいと考え

ています。 

三つ目、前年度実績に後期高齢者の上昇率を乗じる方向については、地域支援事業の上

限額を算出する際に用いる算式で予算を積算する上では、一つの事業についてしっかりと

積算をした上で見積もりを行って、予算として計上させていただいているところです。先

ほど、答弁にもありましたが 29 年 4 月に全ての要支援者が総合事業に移行するということ

で、最大値がこれくらいになるという予算計上をしたところですが、その後において、認

定の更新後から、総合事業に移行することが判明したために大幅な執行残が生じたもので

す。 

 

中川副委員長 

 板垣委員。 

 

板垣委員 

 各数値についてですけれども、事業報告だとか計画と数値が違うということは私はあま

りよろしいことではないと思います。統一した、例えば、訪問介護について何人だったと

かは事業報告でも計画でも同じような数値を用いる。そうしないと、本当に判断ができな

くなってしまいます。十分、注意していただきたいと思います。 

それから、是非、なぜ全国平均と比べて落ち込んでいるのかについては質問を留保いた

したいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

それから、地域支援事業についても、実績が大幅に落ち込んだということになると、本

当に次年度に影響を及ぼすわけです。確かに、個々の事業について詳しい検討を加えて予

算組みしても、大幅に落ち込んでしまったら次の予算組みが非常にしにくくなるわけです。

そこの原因究明もさらにお願いしたいと思いますが、見解を再度伺います。 

 

中川副委員長 

 三上課長。 

 

三上高齢者支援課長 

 数値については、統一できるものはするように今後検討したいと思います。 

予算の関係については、先ほども申しました通り、一つひとつの事業について丁寧に積

算をしていますので、次年度に影響を及ぼさないように、しっかりと積算をしていきたい

と考えています。 
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中川副委員長 

 2 番目ですね。介護保険認定者。 

田辺委員。 

 

田辺委員 

 決算書 319 ページ、報告書 19 ページ。今も板垣委員から質問がいろいろありました、介

護予防生活支援サービス事業ですけれども、17 年度から本格的に移行されたということで

すが、ご答弁にあったとおり途中から認定後に変わるなど、本当に制度として非常にわか

りにくくて、事業者としてもいろいろ苦労がありました。総合事業に移行されたことで、

利用者の方も理解するのがなかなか難しかったのではないかと思いますが、利用者、事業

者への影響をどう考えていらっしゃるのか、お伺いします。 

それと、前年度と比較して制度が変わってしまったので難しいのかもしれませんが、そ

れはやはり介護給付費がどんどん増えていくことに対して、国の政策としてここを少し抑

えようということにつながっていくことを懸念してですが、介護予防事業にかかる費用が

前年度と比較してどうだったのかお伺いします。 

それから、高額介護予防サービス費相当事業ですが、対象が 41 件で 5 万 5000 円となっ

ています。介護予防サービスを利用するに当たって、なかなか高額のラインまではみ出る

ほど使うのは、なかなかないと考えますが、41 件もあるということで、どういうことなの

か内容についてお伺いします。 

それから、323 ページ、報告書 21 ページの介護保険制度改革事業についてです。新しく

設置された認知症初期集中チームですが、この名前を聞いただけではどういうことをされ

ているのかわかりませんけれども、この年度の活動内容、成果についてお伺いします。 

それから、暮らしサポーターという制度も始まり、受講者も何名かこれまでいらっしゃ

ると思います。その後、受講者は就労に結びついたのか。今、とても心配されている介護

人材不足に貢献できたのかどうか、伺います。 

それから、介護と医療の連携についてですが、こちらも推進協議会が始まって何度か開

催されていることは理解しています。在宅での生活を支えるための仕組みだと思いますけ

れども、在宅医療を進める上での医者の確保、訪問看護の体制は十分整っているのかどう

かお伺いします。 

それから、生活支援コーディネーターも新しい制度になっていますが、こちらの役割に

ついて 27年度はどういうふうに活動されたのかお伺いします。 

戻りますが、319 ページの介護保険特別会計で青い冊子の事業報告にもありましたけれど

も、小規模多機能型居宅介護についてです。第 6期 3年間の計画推計 65に対して実績が 18

となっています。利用については計画よりも大幅に少なくなっていると感じますが、これ

は事業者にとっても大変なことだと思いますが、現状はどのように分析されているのかお

伺いします。 
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中川副委員長 

 宮本主査。 

 

宮本介護給付・保険料担当主査 

 まず最初に総合事業の関係ですが、本市においては従前の訪問介護、通所介護に加えて

運動やレクリエーションを行う通所サービス、運動機能向上等のリハビリを行う短期集中

機能訓練通所サービス等が追加され、利用できる方も従来の要支援 1、2の方に加えて基本

チェックリストにより要介護、要支援となるリスクが高いと判定された事業対象者に拡大

されたものです。総合事業移行に伴い、平成 29年度の利用者は月平均で従来の訪問介護は

73 人、通所介護は 178 名減少しています。しかし、総合事業については、訪問型サービス

で月平均 82 名、通所型サービスで月平均 223 名となっていることから、総合事業に移行し

たことによって、事業対象者までサービス対象を拡大したこと、サービスが増えたこと、

またサービスの自己負担額が月額定額ではなく、1回当たりの単価による負担となることか

ら、利用しやすい負担額設定となっていることで、利用者増につながっていると考えてい

ます。需要費の昨年度予算については、介護給付費が 1 億 3431 万 4000 円の減となってい

まして、その分が地域支援総合事業に 1 億 2644 万 2000 円と増額になっています。執行状

況としては、予算に対して約 8100 万円となっています。 

続きまして、高額予防サービスの相当事業、41 件について、先ほど田辺委員もおっしゃ

いましたように、上限額を越えた部分を補てんするものです。今回対象になりましたのは

世帯で合算し、その世帯の中でお二人以上介護保険を利用された時に総合事業に係る部分

が発生したということです。例えば、一方の方が大きな介護サービスを受けている場合、

他方が総合事業で補てんされる部分は利用額で案分される形になりますので、件数が 41件

でも 5万 5221 円という小額な結果となっているものです。 

暮らしサポーター受講者の就労状況についてですが、平成 30年度までに 2回実施してい

ます。この研修を受講された方には北広島市介護従事者人材バンクへの登録を任意でお勧

めしているところです。未登録の方は、追跡調査できませんので行っていませんが、平成

29 年度においては受講者 37 名、登録者 7名となっています。そのうち 3名が市内の介護事

業所に就労している状況です。 

小規模多機能居宅介護についてですが、利用状況は、平成 29 年度、市内 3 事業所で 31

名、月平均 19名の方が利用しているところです。この利用については、第 6期介護保険事

業計画において月平均の利用者を約 16名で推計していましたので、推計値よりはやや高い

と感じています。しかし、3 事業所合計の登録定員が 78 名ということを考えますと、利用

率は伸び悩んでいると考えています。 

 

中川副委員長 

 浜山主査。 
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浜山相談支援担当主査 

まず、認知症初期集中支援チームについては、認知症が疑われるけれども診断を受けて

いない。もしくは、認知症の診断を受けていても必要な介護サービスを利用できていない

方を対象に家庭訪問などを通じて具体的な支援を行います。本市の場合は、市の専門職と

対象者の担当圏域である地域包括支援センターの専門職、認知症サポート医がチームを組

んで情報を共有しながら、検討した方針に基づいて、支援を行います。チームとしての支

援期間は最大 6 カ月とされていますので、チームによる支援が終了する時点で介護支援専

門員などに引き継がれていく活動になっています。成果については、実際平成 30 年度から

の活動になっていますので、現時点で活動しながら感じている点ですが、医師、保健師、

社会福祉士などが支援方針を一致させて、それぞれの立場を生かした上でどう関わるかを

具体的に話し合いながら支援ができる点は、今までとは違うと感じています。 

続きまして、医療と介護の連携に関わる専門職の確保についてですが、現在、市内で在

宅医療を行っている医療機関は 2 カ所把握しています。将来の専門職配置の目標件数は定

めていませんが、現時点において、在宅で看取りを希望する市民の方は、病院等からの紹

介、情報提供でスムーズに在宅医療につながっていると認識しています。 

 

中川副委員長 

 青木主査。 

 

青木高齢者福祉担当主査 

 平成 29年度から実施している介護予防日常生活支援総合事業に伴い、各高齢者支援セン

ターに生活支援コーディネーターを 1 名配置し、各日常生活圏域において協議体を設置し

ています。生活支援コーディネーターの役割ですが、地域における資源の把握、課題の把

握、そして課題解決に向けたサービスの創出、担い手の確保などについて地域と連携した

牽引役と考えています。 

 

中川副委員長 

 田辺委員。 

 

田辺委員 

 今、答弁にもありましたが、新しい総合事業が始まったこと、介護保険制度が何年かお

きに変わっていくことで、新しい名前のチームとかが出てきて、複雑になってきているの

が現実だと思います。介護の社会化といって始まった介護保険事業が、本当に継続されて

いくのかがとても心配されますし、介護保険料もこのまま上がっていって、次はいくらに

なるのか想像するととても厳しいのが現実だと思います。先ほどのお話にもありましたけ

れども、事業費としては介護予防にかかっているものもそれほど変化はないということで、
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今後の見通しはどうなっていくのか不安なところです。介護予防生活支援サービス事業に

ついては、厳しいということがわかりました。 

次に、介護と医療の連携についてですが、多くの人が自宅で最期を迎えたいと希望しま

すが、それはなかなか難しいことで、今後、私たちの世代がそういう時を迎えるときに病

院ではなくて、在宅もしくは施設のような所になっていくかと思います。そのためにも、

介護と医療の連携はとても大事になってくると思います。看取りについて、うちのまちで

の方向性は、在宅、施設に両方ですが、看取りについての対策はどう取っていかれる計画

なのか、お伺いします。 

それから、小規模多機能ですが、数としてはとても厳しい。なかなか増えない事業だと

思います。当初は、うちのまちに 4 カ所あるはずだったのに、西の里の 1 カ所はやめてし

まったということと、輝美町の所は、障害のほうに転換をしていったということで、現在

は、計画で 4 カ所が 2 カ所となっているわけです。複合型はありますが、今後の展開につ

いて市としては小規模多機能に支援の方向はあるのかどうかお伺いします。 

 

中川副委員長 

 浜山主査。 

 

浜山相談支援担当主査 

 看取りについての今後の市の方向性ですが、現時点では、いろいろな職種、つまり事業

所の方、ケアマネジャーの方、病院の方と様々な方が準備をしています。連携のためには

お互いの役割を十分にわかった上で、かつ利用者の方が望む看取りの環境を整えるために

勉強をしながら、お互いの関係性の友好を図って進めている事業が協議会での研修会など

です。 

また、今後は介護医療院の開設ですとか、施設での看取りも現在多くはないのですが、

広がってくるような動向もありますので、その動向も踏まえながら、体制整備は順次考え

ていかなければならないと思っています。 

 

中川副委員長 

 宮本主査。 

 

宮本介護給付・保険料担当主査 

 小規模多機能施設については、田辺委員もご存じのとおり、訪問介護、通所介護また短

期入所のすべてのサービスを一つの施設でまかなうことができる、利用する方の身体状況

に応じて、柔軟なサービスを提供できる事業になっています。長く居宅生活を続ける上で

は非常に有効なサービスと市は考えています。ただ今のところ、運営費等について市から

何か補助するといった考えは今のところありません。ただ、若干、利用は低迷している状
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況があります。その理由の一つとして、小規模多機能の呼称の中身自体が分かりにくいこ

ともありますし、サービスの内容もわかりにくい部分があるのかと思います。そういった

認知度の低さが原因となっている部分もあると思いますので、今後、市としてはこういっ

た事業の周知に努めていきたいと考えています。 

 

中川副委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 まず、訪問事業、通所事業で決算書 319 ページ、成果報告書 19 ページ。総合事業の移行

に伴っての質問が田辺委員からもされました。具体的には、通所、訪問のサービスについ

ては、介護保険で減ったけれども総合事業では増えましたという形で、全体としては利用

者が増えているという答弁がありました。介護保険の事業報告書を見ても、介護保険事業

と総合事業が極めてばらばらに数値が上げられていて非常にわかりづらい。制度自体も分

かれているので、非常にわかりづらいのですけれども、本来はただ人数だけではなくて、

全体として総合事業に移行した中で、サービスの質も含めてどういう変化があったのかを

分析していく必要があるのではないかと思います。そういう意味で、この総合事業を含め

て、全体的には増えたということですが、今後の総合事業の取り組みについて、どう考え

ていくのか、お考えを教えていただければと思います。 

それから二つ目は、高齢者虐待防止ネットワーク事業、決算書 323 ページ、成果報告書

20 ページ。相談実績等についての事業評価がされていますが、この相談を行ってきた事業

の評価はどうだったのか。事業評価では、これ以上成果を向上させる余地がないという表

現で書かれています。果たして、そうなのだろうかと思います。そういう意味で、この事

業評価の考えている理由、根拠を示していただければと思います。 

それから三つ目、権利擁護推進事業で決算書 325 ページ、成果報告書 22ページです。市

民後見人養成講座の点ですが、修了生の実績は具体的にどうだったのか。過去の経年を含

めて教えていただきたいと思います。また、後見人の養成講座を修了した人達がどういう

事業について具体的な取り組みをされているのか。利用実態についても教えていただきた

いと思います。 

 

中川副委員長 

 宮本主査。 

 

宮本介護給付・保険料担当主査 

 今後の総合事業の取り組みについてですが、平成 32 年度までは本年 3 月に策定した第 7

期介護保険事業計画に沿って、総合事業は展開していくと考えています。ただ、平成 31年
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度には、第 8 期介護保険事業計画の策定に向けたニーズ調査を行う予定となっています。

その中で市民の総合事業に対するニーズや要望を把握した上で、第 8 期計画策定の中で事

業の見直しや新たな事業展開について検討したいと考えています。 

 

中川副委員長 

 五十嵐主査。 

 

五十嵐相談支援担当主査 

 高齢者虐待防止ネットワーク事業についてですが、平成 29年度の高齢者虐待防止ネット

ワーク事業の事務事業評価において、市内 5 カ所に市役所、各地区の高齢者支援センター

に相談窓口を設置していること、また、早期発見、早期対応に向けたネットワークが構築

されていること。高齢者虐待防止に向けた研修会を開催させていただいていること。加え

て、各種事業においても、周知啓発を広く行っていることから、このような評価とさせて

いただいています。 

続きまして、市民後見人養成講座は、平成 25 年度に第 1 回目を実施しています。また、

平成 28 年 7 月に成年後見センターを設置したのちは、隔年で実施することとしています。

これまで実施した、市民後見人養成講座の受講者数については、平成 25 年度 29 名、平成

28 年度 4名、現在行っている 30 年度の受講者が 3名となっています。また、市民後見人養

成講座の修了者については、社会福祉協議会の法人後見における支援員として活動してい

るほか、社会福祉協議会の独自事業であります、日常生活自立支援事業の生活支援員、ま

た、成年後見センターの週 1 回行っている相談窓口の相談員、成年後見制度普及啓発協力

員として活動していただいています。 

 

中川副委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 総合事業については先ほどもいいましたが、来年度ニーズ調査を含めた調査をやって今

後、ニーズを把握して 8 期に反映していくということで、是非、総合事業だけで見ていく

のではなくて、介護事業との関係も把握しながら、総合事業の適合性といいますか、効果

などを検討していただきたいと要望します。 

次に、高齢者虐待防止ネットワーク事業ですが、いろいろ相談事業を各センターに設け

たり研修制度を行ったり、取り組みとしては一応いろいろなことやっていますということ

で、こういう評価になっているのだと思います。そういう点では、事業評価の書き方がも

う少し工夫がいるのかと思います。 

それと、今、高齢者の虐待防止は、どうやって発見していっているのか、そのあたりを
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具体的に教えていただきたいと思います。子供の虐待については、三歳児健診とか学校で、

ほとんどの子供が通っているのに、学校に来ないと発見しやすい。高齢者の場合は、例え

ば、介護保険サービスを受けている場合は比較的発見しやすいですが、そういうサービス

も受けていない家の中にいる方が虐待を受けた場合の発見の仕方は、また子どもの虐待と

は違う形での工夫が要ると思います。まだまだ虐待の取り組みについては、行っていける

余地があるのではないかと思いますが、これについての考え方をお聞かせ願いたいと思い

ます。 

それから、権利擁護の推進事業ですが、一つは、25 年度は 29 名で、その後の 28 年、今

年度は4名、3名と一桁になってきています。制度が最初にできた時は結構話題になるので、

受講者も多いと思いますが、減少が多くなってきているので、市民後見人の養成増加につ

いて、もっと周知させていく必要があるのではないかと思います。 

それから、修了者については法人後見の支援員として活躍されているということですが、

具体的にどの程度の件数とか従事実態があるのかを教えていただければと思います。 

 

中川副委員長 

 五十嵐主査。 

 

五十嵐相談支援担当主査 

 虐待防止ネットワーク事業については、現在の取り組みを継続することにより、潜在す

るケースの発見につながるものと考えています。 

また、どのように発見しているのかについて、現在、通報はデイサービスやホームヘル

プサービスなど、介護サービス事業所を利用されている方の専門職の方から通報が入る場

合もございますし、また早期発見、早期対応に向けたネットワークの中で警察、消防など

とも連携をとっていることから、介護サービスを利用されていない方からも、警察、消防

などからの通報をいただいて取り組みを続けているところです。 

続きまして、権利擁護事業で市民後見人の養成講座の減少傾向については、受託先等を

検討しながら、今後、周知に向けて取り組んでいきたいと思います。 

また、法人後見などの支援員の活動に関しては、現在、法人後見支援員の登録者数が 20

名、そのうち法人後見の後見支援員として活動しているのが 11名です。また、日常生活自

立支援事業における生活支援員の登録者が 10 名、うち活動中の方は 3名です。窓口相談員

については、現在、活動されている方が 9 名、普及啓発協力員として活動されている方が

12 名となっています。 

 

中川副委員長 

 山本委員。 
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山本委員 

 高齢者虐待防止ネットワークは、今の取り組みを続けていくということですけれども、

先ほどいいましたようにサービスを受けてない人、警察とか関係者のところになかなか把

握されない人もいらっしゃると思います。ですから、訪問活動とか積極的にアウトリーチ

する形での把握も必要だと思います。まだまだ人的資源の問題もあると思いますが、支援

センターと市役所の専門員、どこかネットワークの専門家などを活用して、訪問活動とか

を考えていく必要があるのではないかと思いますが、見解を求めます。 

それから、後見制度に従事している方、いろいろな形でされていると思いますが、例え

ば、支援員については 20 人が登録しているけれども実際に活動しているのは 11 人という

ことです。修了して登録はしているけれども、仕事とかいろいろあって事業に従事できな

い方もいらっしゃると思いますので、後見人の養成は、もっと取り組む必要があると思い

ます。そういう意味で、後見制度の周知を含め取り組みをもっと進めていただきたいと思

っています。それについて、先ほど答弁ありましたけれども、特に具体的に専門養成講座

を受けた方がどんな仕事をしているのかも啓発して進めていただきたいと思いますが、そ

の点について、もう一度お伺いします。 

 

中川副委員長 

 柄澤参事。 

 

柄澤高齢者・障がい者相談担当参事 

 高齢者虐待に関して、サービスを受けていないなど把握されにくい方へのアプローチに

ついては、山本委員がおっしゃったように、アウトリーチによる把握など、さらなる強化

という点で工夫の余地がないか関係機関とも協議を重ねていきたいと考えます。 

また、市民後見人の養成に当たっても、受託先とも協議を重ねできるだけ多くの方に周

知啓発できるよう検討していきます。 

 

中川副委員長 

 藤田委員。 

 

藤田委員 

 介護予防推進事業 320 ページ。29 年度の介護支援ボランティアの活動実績と市内におけ

る需要と供給のバランスはどうだったのか、詳しくご説明願います。 

それから、権利擁護推進事業 325 ページ。山本委員からも権利擁護の質問が出ましたが

違う角度で。実際、法人後見になっている専門相談員、職員の業務として 29 年度の相談件

数、利用実態。28年度と比べて29年度はおそらく仕事が増えたのではないかと思いますが、

中身の説明をお願いします。 
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中川副委員長 

 青木主査。 

 

青木高齢者福祉担当主査 

 介護支援ボランティアの活動実績については、活動の区切りとなる 9 月末の実績で報告

をさせていただきます。平成 29 年度 9月末での登録者数が 217 名、そのうち活動を実施さ

れている方が 136 名。また、ポイントの交換をされた方は、そのうち 98名となっています。

また、需要と供給のバランスについて、ボランティアの受入施設は市内 31施設で登録をし

ていまして、東部地区 6施設、北広島団地 12 施設、大曲地区 5施設、西の里地区、西部地

区がそれぞれ 4 施設となっています。ボランティアの方の登録研修会について、各地域で

ボランティアを養成する意味合いも込め市内の 5 地区でそれぞれ研修会を行い、進めてい

るところです。28 年度のボランティアの登録者数が 184 名となっていましたので、登録者

は 33名増加している状況です。ただ、ボランティアの登録者が増える中で活動する場所が

なければ事業としても進みませんので、活動する場所については、それぞれ施設と話し合

いながら検討していきたいと考えています。 

 

中川副委員長 

 五十嵐主査。 

 

五十嵐相談支援担当主査 

 成年後見センターの相談件数と利用実態についてですが、平成 28 年度は途中での開設と

いうことで、7 月から 3 月までの実績として延べ件数 176 件でした。29 年度の相談につい

ては、延べ 970 件ということで、増加傾向です。また、社会福祉協議会で法人後見を受任

している件数は、現在のところ後見が 4件、保佐が 2件の合計 6件となっています。また、

法人後見以外に、ご本人や、ご親族が成年後見の申し立てを行う際の書類整備、家庭裁判

所への同行などの申し立て支援は 5件行なっている状況となっています。 

 

中川副委員長 

 藤田委員。 

 

藤田委員 

 まず、介護支援ボランティアですが、登録している方は一定の数いらっしゃいますけれ

ども、活動している方が 136 人。今説明ありましたが、その地域に活動する場が十分ある

のかどうかということです。先ほどの話からいくと、各地域に何カ所ずつはあるけれども、

ボランティアになった方が活動しようとする活動の場が各地域で十分満たされている状況

なのかどうか。その辺の認識は、担当課としてどう持たれているのか。 
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もう一つ、ポイントを交換しない方がある一定数いらっしゃるようですが、この方は翌

年に繰り越すものなのか、交換しない理由は何かあるのか。その辺の実態はどのように押

さえているのか、お聞きします。 

それから、権利擁護事業で 28年は 7月から 3月で中途半端だったのですが、29年になっ

て 970 件ということで、本格的に動き出したのだろうと。今、専門員 2名かと思いますが、

お話のあったとおり、法人後見 4 件、保佐が 2 件、それから裁判所に行ったり、いろいろ

な業務を考えますと今の 2 名体制でマンパワーとして十分なのかどうか。今後、ますます

権利擁護は増えることが予想されると思います。実態として、この 2 名体制で十分カバー

できているという認識なのかどうか、お聞きします。 

 

中川副委員長 

 青木主査。 

 

青木高齢者福祉担当主査 

 まず、各地区での受け入れ施設の数とボランティアの方の活動が満たされているかどう

かということですけれども、ボランティアに登録されている方ができるボランティア内容

があります。 

それから、各施設でもどのようなボランティアが必要かということで、それぞれ登録者

と各施設でマッチングを行いますので、例えば東部地区にお住まいの登録者が東部地区の

施設でやらなければいけないこともありませんので、お互いの得意なところをマッチング

して活動をしていただく認識です。 

それから、ポイントの交換をしない方の理由についてですが、こちらで特に押さえてい

ません。例えば、ポイントが少ない方については、交換をしないで翌年に繰り越したり、

あくまでもボランティア活動をされることに主眼をおいている方は交換をしませんという

方もいますので、そちらは個人の意思を尊重させていただいています。 

 

中川副委員長 

 五十嵐主査。 

 

五十嵐相談支援担当主査 

 成年後見センターの人員配置についてですが、相談件数のみでは判断が難しい部分もご

ざいますので、現在のところカバーできていると考えてはいますけれども、今後も受託先

と十分意見交換を行いながら、検討していきたいと考えています。 

 

中川副委員長 

 以上で、通告による質疑を終わります。 
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ほかに、質疑はございますか。 

（「なし」と呼ぶものあり） 

以上で、介護保険特別会計の質疑を終わります。 

暫時休憩いたします。 

 

16 時 02 分 休  憩 

16 時 05 分 再  開 

 

中川副委員長 

 休憩を解き、再開いたします。 

次に、民生費のうち社会福祉費の福祉センター費、児童福祉費、教育費のうち教育総務

費の教育振興費のうち幼稚園就園奨励費事業、幼稚園就園準備支援事業、幼稚園協会連携

事業、幼稚園振興事業の質疑を行います。 

鶴谷委員。 

 

鶴谷委員 

 すこやか子育て支援事業、決算書 141 ページ、報告書 61ページです。ファミリー・サポ

ート・センターの利用無料券について、お伺いします。利用人数は昨年度 26 人とあります

が、配布している利用料無料 4時間券のうち、利用は何時間ぐらいなのか伺います。また、

利用事由についても伺います。 

次に、地域子育て支援センター運営事業、決算書 145 ページ、報告書 15ページです。子

育て支援センターあいあいは、日曜日、祝日以外に平日、土曜日まで開催していて利用で

きますが、日曜、祝日の開室を希望する声が寄せられているのか伺います。 

次に、児童センター運営費、決算書 137 ページです。児童センター厚生員の研修や講座

の受講費用について、昨年度はどのように支出していたのか。直営、委託それぞれについ

て伺います。 

次に、ファミリー・サポート・センター事業のひとり親家庭等に対する利用料支援につ

いて伺います。決算書 139 ページ、報告書 14ページです。ファミリーサポートは、30分に

つき 300 円の利用料という設定になっていますが、ひとり親家庭で非課税世帯などの条件

の対象となる場合、利用料の半額の助成が受けられます。ひとり親家庭のファミサポの利

用は、どの程度あるのか。また、どのようなときに利用しているのか差し支えない範囲で

説明をお願いします。 

次に、ひとり親家庭支援事業、決算書 139 ページ、報告書 13 ページです。日常生活支援

事業について伺いますが、これは生活援助と子育て支援の 2 種類で利用できます。非課税

世帯の条件の対象となる場合には、負担金がなく利用できる制度です。対象家庭に対して、

この制度の周知はどのように行われているのか伺います。 
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中川副委員長 

 橋本子育て担当参事。 

 

橋本子育て担当参事 

ファミリー・サポート・センター事業、無料利用券の利用事由としては、保護者外出の

場合の援助、保護者の短時間、臨時的就学の場合の援助、保護者の求職活動中の援助、冠

婚葬祭、ほかの子どもの学校行事の場合の援助、そのほか、引っ越しの片付けや保育園の

送迎などがありました。 

一人当たりの利用時間は、4時間が最も多く、続いて 3時間、2時間となっています。 

続いて、ひとり親家庭等の利用料支援としまして、利用の事由は習い事の送迎、学童ク

ラブへの送迎、学校が休みの時の預かり、保護者の外出等となっています。 

利用回数ですが、7名の方で延べ 83 回、205 時間の利用がありました。 

地域子育て支援センターの日曜の利用についてですが、希望する声は届いていない状況

です。 

 

中川副委員長 

 高橋子ども家庭課長。 

 

高橋子ども家庭課長 

 まず、児童センターの児童厚生員の研修、各種講座の受講費用をどのように支出したの

かということですが、平成 29年度までは輪厚児童センターが直営、大曲と北広島団地児童

センター業務委託ということで運営していました。直営の輪厚児童センターの職員が研修

等を受講するときには、その分の給与と旅費、負担金は市が直接、本人または研修先に支

払っていました。業務の委託の場合は、研修費用は委託料に含んでいますので、受託先か

ら支払うことになっています。 

続きまして、ひとり親家庭支援事業の生活援助、子育て支援制度の周知についてですが、

ひとり親家庭への制度周知は、児童扶養手当の支払い通知ですとか、現況届の結果通知を

受給者に送付する際、リーフレットを同封して周知に努めているところです。また、同じ

リーフレットを用い児童扶養手当の新規申請時に直接、制度の説明をしたり、また母子・

父子自立支援員による面談の中で紹介したりすることで、対象者の現況等を把握し必要な

支援につながるよう努めているところです。 

 

中川副委員長 

 鶴谷委員。 
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鶴谷委員 

 ファミサポ利用無料券は、4時間を使い切っている方が多いということで、必要な人に有

効活用されている実態がわかりました。これは、該当するほとんどの方に配布されている

もので、大いに利用していただきたい考えはありますが、こちらは、利用実績の多い少な

いを問わず子育てする方達のセイフティネットとして必要な事業だと私は考えています。

今後のためにも、利用の感想や意見の収集で声を聞いて運営に活かしていただきたいと思

います。 

次に、子育て支援センターあいあいについてですが、現代は子育て家庭も土日が必ず休

みとは限らず、多様な就労形態の家庭も多く見かけます。日曜日、祝日でもお母さんと子

どもだけの母子家庭ですという方もいますが、お父さんと子どもだけでお出かけしている

家庭も少なくありません。来年の春、隣の札幌市厚別区では 9 カ所目の子育て支援センタ

ーちあふるが、今、建築中でオープンするという情報を聞いています。このちあふるは、

月に 1 回程度サンデーサロンを開いていて、誰でも利用できると聞いています。北広島市

内のほかにも日曜日、祝日に利用できる場所ですとか、ちあふるのような近隣の日曜、祝

日の子育てサロンなどのお出かけ先の情報も収集して、必要に応じて提供していただきた

いと思いますが、見解を伺います。 

次に、児童センター運営費についてですが、昨年、輪厚児童センターの業務委託に際し

ての地域説明会の中で、厚生員の指導や資質低下への不安の声が多く寄せられていました。

子供の育つ環境の変化に柔軟に対応していくためにも、厚生員の研修は重要だと思います。

今年度 3センターが委託運営となり、どのように取り組まれているのか、お伺いします。 

ファミリー・サポート・センター事業等のひとり親家庭に対する支援とひとり親家庭支

援事業の二つにからむ再質問です。ファミリー・サポート・センターは、お預かりではな

くて送迎も支援も援助の対象となりますが、二つに共通する子どもの預かりに関わる支援

で、ひとり親家庭の方が利用して支援を受けることができます。でも、料金面の負担から

すると、後者のひとり親家庭日常生活支援の子育て支援のほうが負担が少なく、やはりい

ろいろな面で経済的負担が抑えられるのではないかと思いますが、周知も丁寧にされてい

るという答弁がありました。手続や依頼方法とともに利用料の負担も二つを比較した上で、

保護者が判断できるような情報の提供が望ましいと考えますが、いかがでしょうか。 

 

中川副委員長 

 橋本参事。 

 

橋本子育て担当参事 

 子育て支援センターの日曜日の開設状況についてですが、これから近隣の子育て支援セ

ンターの日曜日を含めた開館状態について調査し、情報提供に努めたいと思います。 

 



H30.10.16【決算審査】個別質疑 2日目 

90 

 

中川副委員長 

 高橋課長。 

 

高橋子ども家庭課長 

児童センターの厚生員の研修が重要ではないかという部分ですが、本年度から輪厚を含

め新たな業務委託ということで契約期間が始まりましたけれども、仕様書の中に児童厚生

員等の質の向上を図ること、市などが主催する研修に参加していただくことを明記してい

ます。これらの研修費用は委託料に含んでいますので、今後も引き続き市や関係機関の研

修について情報提供をし積極的な参加の促進を図っていきたいと考えています。また、新

しい契約では、全国的に開催される児童厚生員等基礎研修の参加費用も含んでいますので、

これまでよりいっそうの充実が図られるのではないかと考えています。 

また、ひとり親への利用料支援がある、ファミリー・サポート・センターとひとり親家

庭の日常生活支援事業の情報提供についてですが、ご指摘のとおり、ファミサポとひとり

親家庭の日常生活支援事業における子育て支援については、いずれも子どもの一時預かり

をするサービスということで、内容が重複する部分があります。ただ、料金ですとか支援

を行う場所などの異なる部分もあります。現在も、一時預かりガイドを作成して各種一時

預かり事業を比較検討してもらえるように作成しているところですが、ひとり親の視点か

ら比較検討して選択できる内容にはなっていませんので、自分に合ったサービスを選択し

ていただけるように、例えば子育てガイドの同じページに掲載したり、ひとり親の利用者

が比較検討できる周知方法について、検討したいと考えています。 

 

中川副委員長 

 鶴谷委員。 

 

鶴谷委員 

 最後になりますが、ただ今、ひとり親家庭支援の情報提供についてお答えいただきまし

た。ひとり親家庭日常生活支援という事業名について、愛称を検討してはいかがでしょう

か。私も行き合う中で親子の会話を聞いていますと、ファミサポさんにきてもらったとか、

緊急サポートの支援を利用した方には緊サポさんがきてくれたと伺います。ただ、このひ

とり親家庭日常生活支援事業を利用した場合、なかなか名前が複雑ですし、親にとっても

子供にとっても、ひとり親だから支援を受けるということが強調されてしまうようなイメ

ージがあるのではないかと考えます。例えば、札幌の同様な事業を見ると、札幌のひとり

親家庭の預かりは土日祝日に限っていますが、この愛称がホリデーマムとなっていました。

また、本州の大阪市ではエンゼルサポーターとか、そういう名前が付けられていますので、

このようなことを検討してはいかがでしょうか、見解を伺います。 

 



H30.10.16【決算審査】個別質疑 2日目 

91 

 

中川副委員長 

 高橋課長。 

 

高橋子ども家庭課長 

 ひとり親家庭生活支援事業の愛称についてですが、この事業名は制度を運用する中でも

馴染みにくいところがありますので、他市の例も参考にしながら、選択の方法も含めて検

討をしていきたいと考えています。 

 

中川副委員長 

 田辺委員。 

 

田辺委員 

 決算書 139 ページ、報告書 13ページ。家庭児童相談室運営事業の児童虐待について、2017

年度の児相が対応した虐待件数が 13 万 3778 件と毎年のように過去最多を更新したと報道

されています。当市でも延べ相談件数は少し増加しているかと思いますが、ケース検討会

議の回数も 16回と事業評価で、いつもの年より少し多くなっていると思います。当市の状

況はどのようになっているのか、お伺いいたします。 

それから、子どもの権利擁護事業について、報告書 13ページに同じくあります。子供の

権利条例の認知度について、なかなか広がっていかないところで、これは教育委員会との

兼ね合いもあると思います。昨年度、第 2 次推進計画策定に当たって、アンケート調査な

ども行ったと思いますが、周知はどのようになっているのか、お伺いします。 

それから、子どもの権利相談の件数は、どのようになっているのかお伺いします。 

報告書に救済の申し立てが 1 件となっていますが、これは毎年度 1 件とか 2 件とか数は

少ないと思いますけれども、解決に結びついたのかどうかお伺いします。 

 

中川副委員長 

 高橋子ども家庭課長。 

 

高橋子ども家庭課長 

 まず、1 点目の家庭児童相談室の相談状況ですが、平成 29 年度の相談件数は 262 件とな

っていまして、前年比 39件増となっています。このうち、虐待相談は 68件で前年比 22 件

の減となっています。ご指摘のとおり、要保護児童対策地域協議会のケース会議について

は、平成 28 年度 10回だったのが、平成 29年は 16 回の開催となっております。 

続きまして、子供の権利擁護事業に関しての啓発物品について、平成 29年度は、こども

の権利に関するチェックシートを作成して、権利相談カードと合わせて学校を通して子ど

も達に配布しました。これに加え、小学校 1 年生、小学校 4 年生には、子どもの権利のパ
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ンフレットを配布して周知を図っているところです。 

 

中川副委員長 

 記内主査。 

 

記内家庭児童担当主査 

 子どもの権利に関する相談については、昨年度延べ 189 件、実相談件数は 29件となって

います。 

救済の申し立てについては、29 年度に 1件ありましたが、解決に至っております。 

 

中川副委員長 

 田辺委員。 

 

田辺委員 

 虐待に関することは、わかりました。家庭児童相談室、相談員が増えたということです

が、増えたことによって効果がいろいろあると思いますが、どのようになっているのか、

伺います。 

それから、虐待の予防策は、いろいろ広報、啓発とあると思いますけれども、取り組み

についてお伺いします。 

それから、子どもの権利擁護事業はなかなか広まらないということで、アンケート結果

でもそれほど広まっていないのかと。私も、これまで子どもたちが身近にここに相談でき

ることが分かる啓発グッズを是非、作って欲しいとお願いしていたのですが、子どもたち

が身近に置いておけるような物での啓発グッズ。前年度は、カードとかチェックシートが

ありましたけれども、そちらについては今後、検討をしていかれるのかお伺いします。 

 

中川副委員長 

 高橋課長。 

 

高橋子ども家庭課長 

 虐待相談の関係ですが、平成 29 年度から家庭児童相談員を 1名増員して現在 4名体制で

相談業務を実施しています。個別の相談に、より丁寧に対応できるよう体制を強化してい

ます。 

今後の予防対策、対応ですが、支援に当たっては児童相談所と連携をとり、また、要保

護児童対策地域協議会のケース検討会議によります情報共有のほか、適宜、庁内関係部署、

学校、幼稚園、保育所、認定子ども園等々と情報の共有を行っています。虐待の背景には、

保護者側の要因ですとか、養育環境等、複数の要因が複雑に関係することが多い実態があ
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ります。今後も引き続き、これらを踏まえながら、長期的な視点で家庭への支援を行い、

虐待予防につなげたいと考えています。 

続きまして、子どもの権利擁護の関係ですが、新規の啓発物品は、平成 30年度にクリア

ファイルを作成して、来月 11月からの子どもの権利月間に配布できるよう現在、準備を進

めています。 

 

中川副委員長 

 ほかに。 

藤田委員。 

 

藤田委員 

 児童センター運営経費、137 ページ。市内に児童センターは 3 カ所ありますが、29 年度

の施設ごとの利用者数。一応、内訳で未就学児童、小学生、中学生以上に分けて、3カ所利

用実態のご説明を願います。 

2 点目、ひとり親家庭支援事業、鶴谷委員から質問がでたので、私は、一つだけお聞きし

ます。29 年度に教育訓練の講座を受講した方で、実際就職に結びついた方は何人いらっし

ゃるのか、またどんな職種に就職したのかをお伺いします。 

 

中川副委員長 

 高橋課長。 

 

高橋子ども家庭課長 

 1 点目の各児童センターの平成 29 年度延べ利用者数は、輪厚児童センターは、就学前児

童が 386 人、小学生が 1 万 507 人、中学生、高校生が 1608 人、大人が 1278 人で合計 1 万

3779 人でした。続きまして、大曲児童センターは、就学前 2327 人、小学生が 5202 人、中

学生、高校生が 315 人、大人が 2223 人で合計 1 万 67 人でした。続きまして、北広島団地

児童センターでは、就学前児童が 1733 人、小学生が 3725 人、中学生、高校生が 900 人、

大人が 1955 人で合計 8313 人でした。総数としましては、3館とも増加の傾向です。3館合

計の利用者数は延べ 3万 2159 人で、平成 28年度より 3605 人の増となっています。 

続きまして、ひとり親家庭支援事業の教育訓練の関係ですが、平成 29 年度は、1 年以上

の課程を修了して資格を取得する高等職業訓練促進給付金の受給者はおりませんでした。

事前相談は、平成 29 年度中に 6 件ありまして、平成 30 年 4 月からの受講を開始している

ところです。 

また、指定された教育訓練講座を受講する自立支援教育訓練給付金の受給者は、平成 29

年度は 1 名となっております。この受講者については、就業しながらスキルアップのため

の受講ということで確認しています。 
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中川副委員長 

 藤田委員。 

 

藤田委員 

 今、課長の説明で特に小学生、中学生を見ますと、輪厚、西部の利用者数が多くて、そ

れに比べると大曲、いこ～よ含めて、小学校、中学生とも西部より少ない。ということで、

これはいろいろな状況があると思いますが、そういう意味で、小学校、中学生の児童セン

ター利用増を図るために、市としては何らかの対策が必要なのか、それとも現状でいいと

認識されているのか。また、どのようにこの差を分析しているのか、お聞きします。 

 

中川副委員長 

 高橋課長。 

 

高橋子ども家庭課長 

 まず、輪厚児童センターで小学生の利用が多い要因ですが、同じ建物の中に学童クラブ

が入っていますので、学童クラブの利用人数もこの中に含まれていることで多い状況にな

っています。同じように、北広島団地児童センターについても、広葉交流センターの中に

学童クラブと児童センターが入っていますが、建物の形状的に距離が離れていることもあ

り、輪厚ほど小学生の利用が伸びていない現状があります。また、中学生と高校生の利用

についてですが、輪厚と北広島団地児童センターは、中学生、高校生は全体の 1 割強の利

用となっています。大曲児童センターについては、全体の 3 パーセントにとどまっている

状況です。この要因としては、大曲の場合は中学校からの距離が少し離れていまして、授

業や部活のスケジュールによって、時間内での来館が難しくなるのが要因の一つであると

捉えています。今後、中学生、高校生の活動の拠点づくりは、取り組むべき課題と捉えて

いますけれども、例えば児童センターの時間延長等ということを検討しようとしますと、

やはり職員の勤務時間帯ですとか、勤務時間数、働き方等にも関わることになりますので、

丁寧な検討を進めたいと考えています。 

 

中川副委員長 

 藤田委員。 

 

藤田委員 

 今、課長から出ましたように、今まで直営と委託が混ざっていましたけれども、今年度

からすべて委託になったと。前にも一般質問で提案しましたが、中学生、高校生は夜間に

来るような時間帯でないと、またその時間を中学生、高校生の時間帯みたい形の受け入れ

でないと、なかなか利用が伸びないだろうということです。今まで直営と委託が混ざって
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いて、なかなかそういうことが整理しづらかったと思いますが、今後、委託ということか

ら逆に人の配置は予算のかけ方によって可能かと思います。法人との相談もあると思いま

すが、今後、夜間の中高生の利用に関して、市としてどんな考え方を持っているのかを聞

いて終わります。 

 

中川副委員長 

 高橋課長。 

 

高橋子ども家庭課長 

 児童センターは、本年度から 5 年間の委託契約でスタートしています。その中で開館時

間については、従来どおりの 17 時 30 分までとしています。現在、中学生、高校生の放課

後の過ごし方について、どのような方法があるかについては、ちょうど子どもの生活実態

調査を実施していますので、その設問の中で放課後の過ごし方の質問もしています。その

結果を踏まえて今後検討したいと考えています。 

 

中川副委員長 

 以上で、通告による質疑を終わります。 

ほかに、質疑はございませんか。 

（「なし」と呼ぶものあり） 

以上で、民生費のうち社会福祉費の福祉センター費、児童福祉費、教育費のうち教育総

務費の教育振興費のうち幼稚園就園奨励費事業、幼稚園就園準備支援事業、幼稚園協会連

携事業、幼稚園振興事業の質疑を終了いたします。 

以上をもちまして、本日の予定していた審査は終了いたしました。 

お諮りいたします。 

本日の委員会は、この程度にとどめたいと思いますが、ご異議ございませんか。 

（「なし」と呼ぶものあり） 

ご異議なしと認めます。 

本日は、これにて散会いたします。 

ご苦労さまでした。 

 

 

16 時 35 分 終了 

 

 

副委員長 中川 昌憲 
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